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1．化学物質の同定情報 

1.1 物質名 : エチレンジアミン 

1.2 化学物質審査規制法官報公示整理番号 : 2-150 

1.3 化学物質排出把握管理促進法政令号番号 : 1-46 

1.4 CAS登録番号 : 107-15-3 

1.5 構造式  

1.6 分子式 : C2H8N2 

1.7 分子量 : 60.10 

 

 

2．一般情報 

2.1 別 名 
1, 2-ジアミノエタン、1, 2-エタンジアミン、EDA 

 

2.2 純 度 

99%以上 (一般的な製品)    (化学物質評価研究機構, 2002) 

  

2.3 不純物 

ジエチレントリアミン (一般的な製品)   (化学物質評価研究機構, 2002) 

 

2.4 添加剤又は安定剤 

 無添加 (一般的な製品)    (化学物質評価研究機構, 2002) 

 

2.5 現在の我が国における法規制 
化学物質排出把握管理促進法：第一種指定化学物質 

消防法：危険物第四類第二石油類 

労働基準法：疾病化学物質 

労働安全衛生法：危険物引火性の物、名称等を通知すべき有害物 

海洋汚染防止法：有害液体物質 C 類 

船舶安全法：腐食性物質 

航空法：腐食性物質 

港則法：腐食性物質 
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3．物理化学的性状 

外 観：無色液体     (Merck, 2001) 

融 点：8.5℃     (Merck, 2001) 

沸 点：116～117℃     (Merck, 2001) 

引 火 点：34℃(密閉式)     (IPCS, 2000) 

            43℃(密閉式)                (NFPA, 2002) 

発 火 点：385℃     (IPCS, 2000 ; NFPA, 2002) 

爆 発 限 界：2.7～16.6 vol% (空気中)   (IPCS, 2000) 

            1.1～5.8 vol% (空気中)   (NFPA, 2002) 

      2.5～12 vol% (100℃、空気中)   (NFPA, 2002) 

比   重：0.898 (25℃/4℃)    (Merck, 2001) 

蒸 気 密 度：2.07 (空気 = 1、計算値) 

蒸 気 圧：1.2 kPa (20℃)    (IPCS, 2000) 

分 配 係 数：ｵｸﾀﾉｰﾙ/水分配係数 log Kow = -2.04 (測定値)、-1.62 (推定値) 

(SRC:KowWin, 2002) 

解 離 定 数：pKa1 = 10.71、pKa2 = 7.56    (GDCh BUA, 1995) 

スペクトル：主要マススペクトルフラグメント 

m/z 30 (基準ピーク  = 1.0)、43 (0.053)          (NIST, 1998) 

吸 脱 着 性：土壌吸着係数 Koc = 25 (非解離状態での推定値) (SRC:PcKocWin, 2002) 

溶 解 性：水：混和           (IPCS, 2000) 

アルコール：混和、ベンゼン：可溶、エーテル：微溶 

(Merck, 2001) 

ﾍ ﾝ ﾘ ｰ定 数：1.75×10-4 Pa･m3/mol (1.73×10-9 atm･m3/mol) (25℃、測定値)   

    (SRC:PhysProp, 2002) 

換 算 係 数：(気相、20℃) 1 ppm = 2.50 mg/m3、1 mg/m3 = 0.400 ppm (計算値) 

そ の 他：水溶液はアルカリ性を示す (25%水溶液は 25℃では pH11.9) 

(U.S. NLM; HSDB, 2002) 

 

 

4．発生源情報 

4.1 製造・輸入量等 
エチレンジアミンの 2001 年度の製造・輸入量は、10,000～100,000 トンの範囲と報告されて

いる (経済産業省, 2003)。 

また、別途調査したところ、エチレンジアミンの国内供給量は 1997 年から 2001 年の 5 年間

において年間 6,000～7,000 トンと推定されている (製品評価技術基盤機構, 2003)。 

 

4.2 用途情報 
エチレンジアミンの用途の内訳を表 4-1 に示す (製品評価技術基盤機構, 2003)。エチレンジ

アミンは、キレート剤やエポキシ樹脂硬化剤、殺菌剤、繊維関係では防しわ剤や染料固着剤等
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の合成原料に使用される。 

 

表 4-1 エチレンジアミンの用途別使用割合 
用途 割合 (%) 

キレート剤  35 
エポキシ樹脂硬化剤  20 
殺菌剤  15 
繊維関係 (防しわ剤、染料固着剤)  10 
可塑剤  10 

合成原料 

ゴム薬品  10 
合計 100 

（製品評価技術基盤機構, 2003） 

 

 

4.3 排出源情報 

4.3.1 化学物質排出把握管理促進法に基づく排出源 

化学物質排出把握管理促進法に基づく「平成 13 年度排出量及び移動量並びに届出外排出量の

集計結果」 (経済産業省, 環境省, 2003) (以下、2001 年度 PRTR データ) によると、エチレンジ

アミンは 1 年間に全国合計で届出事業者から大気へ 12 トン、公共用水域へ 161 トン排出され、

下水道へ 1 トン、廃棄物として 434 トン移動している。土壌への排出はない。また届出外排出

量としては対象業種の届出外事業者から 144 トン排出されたと推計されている。非対象業種、

家庭及び移動体からの排出量は推計されていない。 

 

a. 届出対象業種からの排出量と移動量 

2001 年度 PRTR データに基づき、エチレンジアミンの対象業種別の環境媒体 (大気、公共用

水域、土壌) への排出量と移動量を表 4-2 に示す。その際、届出外事業者からの排出量推計値

は環境媒体別とはなっていないため、業種ごとの大気、公共用水域、土壌への配分を届出デー

タと同じ配分と仮定し、環境媒体別の排出量を推計した。届出データがない業種については、

平成 12、13 年度 PRTR パイロット事業の結果を参考に推定した (製品評価技術基盤機構, 2004)。 



 4

 

表 4-2 エチレンジアミンの届出対象業種別の環境媒体への排出量等 (トン/年) 
届出 届出外 

排出量 移動量 排出量 (推計)1) 
届出と届出外の

排出量合計 
業種名 

大気 
公共用

水域 
土壌 下水道 廃棄物 大気 

公共用

水域 
土壌 排出計 3) 

割合

(%) 

化学工業  8 161 0 1 411 ＜0.5 ＜0.5 0 169  53 

倉庫業  1   0 0 0   0  38 0 0  39  12 

その他の製造業 － － － － －  34 0 0  34  11 

繊維工業  0   0 0 0   4  32 0 0  32  10 

電気機械器具 
製造業 

 3   0 0 ＜0.5   4  10 0 0  13   4 

輸送用機械器具 
製造業 

－ － － － －   9 0 0   9   3 

金属製品製造業  0   0 0 0  10   8 0 0   8   3 

石油製品・石炭 
製品製造業 

－ － － － －   4 0 0   4   1 

家具・装備品 
製造業 

－ － － － －   4 0 0   4   1 

その他 2) － － － － －   5 ＜0.5 0   5   2 

合計 3) 12 161 0 1 434 144 ＜0.5 0 317 100 

（製品評価技術基盤機構, 2004） 
1) 大気、公共用水域、土壌への配分を届出データと同じ配分と仮定し、推計した。 
2) 「その他」には、上記以外の届出対象業種の合計排出量を示した。 
3) 四捨五入のため、表記上、合計があっていない場合がある。 
－: 届出なしまたは推計されていない。 
0.5 トン未満の排出量及び移動量はすべて「＜0.5」と表記した。 
 

 

日本化学工業協会加盟企業のうち化学工業製品を製造・使用していると考えられる企業を対

象として実施している調査によると、2001 年度のエチレンジアミンを製造する段階でのエチレ

ンジアミンの排出量は、大気に 7 トン、公共用水域に 159 トンである (日本化学工業会, 2002)。

したがって、2001 年度 PRTR データに基づく届出対象業種からの排出量のうち、大気への排出

量のほとんどがエチレンジアミンを使用する段階からの排出であり、公共用水域への排出量の

ほとんどがエチレンジアミンの製造段階での排出と考えられる (製品評価技術基盤機構, 2004)。 

 

4.3.2 その他の排出源 

2001 年度 PRTR データで推計対象としている以外のエチレンジアミンの排出源として、プラ

スチック添加剤であるエチレンジアミンの残渣 (1～2 mg/kg) の排出が考えられるが、環境への

排出量の推定は困難であるとの報告がある (GDCh BUA, 1995)。また、エチレンジアミンは、

殺菌剤であるエチレンビス (ジチオカーバメート) の分解生成物であるとの報告もある (IPCS, 

1999)。しかし、これらの詳細についての情報は、調査した範囲では得られていない。 
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4.4 排出経路の推定 

エチレンジアミンが合成原料として使用されているという用途情報及び 2001年度 PRTRデー

タ等から判断して、その主たる排出経路は、大気への排出量のほとんどがエチレンジアミンを

使用する段階からの排出であり、公共用水域への排出量のほとんどがエチレンジアミンの製造

段階での排出と考えられる。添加剤としての残渣の溶出及び殺菌剤の分解生成に関する定量的

な情報が得られなかったので、これらを本評価書では排出量として考慮しない。 

エチレンジアミンの放出シナリオとして、大気へ 12トン、公共用水域へ 161トンが排出され、

土壌への排出はないとした。ただし、下水道への移動量及び廃棄物としての移動量については、

各処理施設における処理後の環境への排出量を考慮していない。 

 

 

5．環境中運命 

5.1 大気中での安定性 

a. OH ラジカルとの反応性 

対流圏大気中では、エチレンジアミンと OH ラジカルとの反応速度定数が 6.3×10-11 cm3/分子

/秒 (25℃、推定値) である (SRC:AopWin, 2002)。OH ラジカル濃度を 5×105～1×106 分子/cm3

とした時の半減期は 3～6 時間と計算される。 

 

b. オゾンとの反応性 

調査した範囲内では、エチレンジアミンのオゾンとの反応性に関する報告は得られていない。 

 

c. 硝酸ラジカルとの反応性 

調査した範囲内では、エチレンジアミンの硝酸ラジカルとの反応性に関する報告は得られて

いない。 

 

5.2 水中での安定性 

5.2.1 非生物的分解性 

エチレンジアミンは加水分解を受けやすい化学結合はないので、水環境中では加水分解され

ない。また、エチレンジアミン (濃度 450 mg/L) の直接光分解は水中では起こらない  (GDCh 

BUA, 1995)。 

 

5.2.2 生分解性 

エチレンジアミンは、化学物質審査規制法に基づく好気的生分解性試験では、被験物質濃度

100 mg/L、活性汚泥濃度 30 mg/L、試験期間 4 週間の条件において、生物化学的酸素消費量 (BOD) 

測定での分解率は 39% (NO3 として) 及び 94% (NH4 として) であり、良分解性と判定されてい

る。なお、全有機炭素 (TOC) 測定での分解率は 96%、高速液体クロマトグラフ (HPLC) 測定で

の分解率は 100%であった (通商産業省, 1991)。 

エチレンジアミンのクローズドボトルを用いた好気的な生分解性試験 (OECD テストガイド
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ライン 301D) に関する報告があり、BOD 測定での分解率は、活性汚泥由来の微生物を用いた場

合には 10 日間で 88%、28 日間で 95%であり、公共下水場排水由来の微生物を用いた場合には

28 日間で 80%以上であった (Akzo, 1989)。 

また馴化した活性汚泥を用いた Zahn-Wellens 試験 (好気的な本質的生分解性試験) では、溶

存有機炭素量 (DOC) 測定での分解率は 10 日間で 90%以上であった (Voelskow, 1990)。エチレン

ジアミンを唯一の炭素源とし、馴化した活性汚泥を用いた分解性試験では、化学的酸素要求量 

(COD) 測定での分解率は 8 日間で 97.5%であった (Pitter, 1976)。 

この他に家庭用排水 (Price et al., 1974) や河川水 (Mills and Stack, 1955) を用いた生分解性試

験があり、いずれもエチレンジアミンは好気的条件下で容易に生分解されるとしている。 

以上のことから、エチレンジアミンは好気的条件下では生分解されやすいと推定される。 

なお、調査した範囲内では、エチレンジアミンの嫌気的生分解性に関する報告は得られてい

ない。 

 

5.2.3 下水処理による除去 

調査した範囲内では、エチレンジアミンの下水処理による除去に関する報告は得られていな

い。 

 

5.3 環境水中での動態 

エチレンジアミンの蒸気圧は 1.2 kPa (20℃)、水には混和し、ヘンリー定数は 1.75×10-4  

Pa･m3/mol (25℃) と小さいので (3 章参照)、水中から大気への揮散は小さいと推定される。 

土壌吸着係数 Koc の値は、非解離の状態では 25 (3 章参照) であり、この状態では懸濁物質及

び底質には吸着され難いと推定される。しかし、解離定数 (pKa1 = 10.71、pKa2 = 7.56) (3 章参照) 

から、一般的な環境水中ではアミノ基は、プロトン付加体として存在していると推定され、腐

植物質 (フミン物質) のカルボキシル基などと強く結合すると推定される。 

以上のこと及び 5.2 の結果より、環境水中にエチレンジアミンが排出された場合は、好気的

条件下では容易に生分解されると推定されるが、水中の懸濁物質に吸着されたエチレンジアミ

ンは底質に移行し、揮散による除去は小さいと推定される。 

 

5.4 生物濃縮性 

調査した範囲内では、エチレンジアミンの生物濃縮係数 (BCF) の測定値に関する報告は得ら

れていない。しかし、エチレンジアミンの BCF はオクタノール/水分配係数 log Kow の値-2.04 (3

章参照) から 3.2 と計算され (SRC: BcfWin, 2002)、水生生物への濃縮性は低いと推定される。 

 

 

6．環境中の生物への影響 

6.1 水生生物に対する影響 

6.1.1 微生物に対する毒性 

エチレンジアミンの微生物に対する毒性試験結果を表 6-1 に示す。 

細菌や原生動物での毒性影響について報告されており、毒性の最小値は、細菌では活性汚泥
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の呼吸阻害を指標とした 1 時間 NOEC の 0.5 mg/L (van Ginkel and Stroo, 1989)、原生動物では鞭

毛虫類 (Entosiphon sulcatum) の増殖阻害を指標とした 72 時間毒性閾値 (EC5) の 1.8 mg/L であ

った (Bringmann, 1978)。 

 

表 6-1 エチレンジアミンの微生物に対する毒性試験結果 

生物種 
温度 
(℃) 

エンドポイント 
濃度

(mg/L)
文献 

25 16 時間毒性閾値 1) 増殖阻害 0.85 
(n) 

Bringmann & Kuhn, 1978細菌 
Pseudomonas putida  
(ｼｭｰﾄﾞﾓﾅｽ) ND 17 時間 EC50  

 
増殖阻害 29 

(n) 
van Ginkel, 1989 

Photobacterium 
phosphoreum 
(海洋性発光細菌) 

ND 15 分間 EC50 発光阻害 20.4 
(n) 

Nitrosomonas sp.及び

Nitrobacter sp. 
(硝化細菌) 

ND 3 時間 
最小阻害濃度 
(MIC) 

アンモニ

アの硝酸

塩への酸

化 

3.2 
(n) 

van Leeuwen et al., 1985

Nitrosomonas sp 
(硝化細菌の一種) 

ND 2 時間 IC50 アンモニ

ア酸化 
17 Hockenbury & Grady, 

1977 
硝化細菌類 ND 3 時間 EC50  

 
呼吸阻害 3.2 Balk & Meuwsen, 1989a 

活性汚泥 ND 1 時間 EC50 
1 時間 NOEC 

呼吸阻害 1,600 
0.5 

van Ginkel & Stroo, 1989

原生動物 
Entosiphon sulcatum 
(鞭毛虫類) 

25 
pH6.9 

72 時間毒性閾値 2)

 
増殖阻害 1.8 

(n) 
 

Bringmann, 1978 

Uronemia parduczi 
(繊毛虫類) 

25 
pH6.9 

20 時間毒性閾値 2) 増殖阻害 52 
(n) 

Bringmann & Kuhn, 1980
 

Chilomonas 
paramaecium 
(鞭毛虫類) 

20 
pH6.9 

48 時間毒性閾値 2)

 
増殖阻害 103 

(n) 
Bringmann et al, 1980 

ND: データなし、(n): 設定濃度 
1) 対照区と比較して 3％の影響を与える濃度 (EC3)、2) 対照区と比較して 5％の影響を与える濃度 
(EC5) 

 

 

6.1.2 藻類に対する毒性 

エチレンジアミンの藻類に対する毒性試験結果を表 6-2 に示す。 

緑藻のセレナストラムの生長阻害を指標とした生長速度により算出された 96 時間 EC50 は

151 mg/L であった (van Wijk et al., 1994)。同じセレナストラムのバイオマス及び生長速度によ

り算出された 72 時間 EC50 はそれぞれ 71 mg/L、645 mg/L、72 時間 NOEC は約 3.2 mg/L とした

報告 (van Ginkel et al., 1990) はあるが、未公開のデータであるため詳細を確認できない。 

セネデスムスでのバイオマス及び生長速度により算出された 48 時間 EC50 は共に 100 mg/L 超

であった (Kuhn and Pattard, 1990)。また、クロレラの生長阻害の 96 時間 EC50 は 61 mg/L (バイ

オマス) と 100 mg/L (生長速度) であった (van Leeuwen et al., 1985)。 

セネデスムス及びミクロシスティスを用いた 8 日間毒性閾値 (EC3) がそれぞれ 0.85 mg/L、

0.08 mg/L であったとの報告もあるが、通常の生長阻害試験とは異なるエンドポイントが使われ
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ている (Bringmann and Kuhn, 1977)。 

調査した範囲内では、エチレンジアミンの海産種に関する試験報告は得られていない。 

 

表 6-2 エチレンジアミンの藻類に対する毒性試験結果 
生物種 試験法/

方式 
温度 
(℃) 

エンドポイント 濃度

(mg/L)
文献 

淡水 
止水 22  

96 時間 EC50 
生長阻害 

生長速度 
 

151 
(n) 

van Wijk et al., 
1994 

EC2) 
止水 

ND 
 

 
72 時間 EC50 
 
72 時間 NOEC 

生長阻害 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 

生長速度 

 
71 

645 
約 3.2

(n) 

van Ginkel et al., 
1990 

Selenastrum 
capricornutum1) 
(緑藻、ｾﾚﾅｽﾄﾗﾑ) 

止水 20±1  
7 日間 EC50 

生長阻害 
生長速度 

 
> 100 

NAPM, 1974 

Scenedesmus 
subspicatus  
(緑藻、ｾﾈﾃﾞｽﾑｽ) 

DIN3) 
38413-9
止水 

24±1  
48 時間 EC50 
 
48 時間 EC10 
 

生長阻害 
生長速度 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
生長速度 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 

 
>100 
>100 
>100 

55 
(n) 

Kuhn & Pattard, 
1990 

Scenedesmus 
quadricauda  
(緑藻、ｾﾈﾃﾞｽﾑｽ) 

止水 27 8 日間毒性閾値 4) 生長阻害 
中和 (pH 7)
非中和 

 
0.85 
3.2 
(n) 

Bringmann & 
Kuhn, 1977a  

Chlorella 
pyrenoidosa 
(緑藻、ｸﾛﾚﾗ) 

止水 20±1 96 時間 EC50 生長阻害 
ﾊﾞｲｵﾏｽ 
生長阻害 

 
61 

100 
(n) 

van Leeuwen et 
al.,1985 

Microcystis 
aeruginosa  
(藍藻、ﾐｸﾛｼｽﾃｨｽ) 

止水 27 8 日間毒性閾値 4)

 
増殖阻害 0.08 

(n) 
Bringmann & 
Kuhn, 1977a 

ND: データなし、(n): 設定濃度 
1) 現学名: Pseudokirchneriella subcapitata、2) 現欧州連合 (EU) テストガイドライン、3) ドイツ規格協

会 (Deutsches Institut fur Normung) テストガイドライン、4) 対照区と比較して 3％の影響を与える濃度 
(EC3) 

 

 

6.1.3 無脊椎動物に対する毒性 

エチレンジアミンの無脊椎動物に対する毒性試験結果を表 6-3 に示す。 

オオミジンコに対する急性毒性としては、24～48 時間 EC50 (遊泳阻害) は 14～19 mg/L であ

った (Akzo, 1992; Bringmann and Kuhn 1977b; 1982; Kuhn et al., 1989)。また、EC (現 EU) や OECD

テストガイドラインに準拠して実施した試験での 48 時間 LC50 は 26.5～46 mg/L であった (van 

Leeuwen et al., 1985; van Wijk et al., 1994)。なお、96 時間 LC50 が 0.88mg/L とした報告 (NAPM, 

1974) もあるが、原著が入手できず、信頼性を確認できない。 

海産種としては、ブラインシュリンプの 24 時間 LC50 が 14 mg/L であった (Price et al., 1974)。 
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長期毒性としては、ドイツ環境庁テストガイドライン (UBA; version l/1984) に準拠したオオ

ミジンコの 21 日間繁殖試験での NOEC は 0.16 mg/L であった (Kuhn et al., 1989)。また、オオ

ミジンコの 21 日間繁殖試験 (EEC Draft 4 XI/681186) での、NOEC は 2 mg/L であった (Akzo, 

1992)。 

 

表 6-3 エチレンジアミンの無脊椎動物に対する毒性試験結果 
生物種 大きさ/ 

成長段階 
試験法/ 
方式 

温度 
(℃) 

硬度 
(mg CaCO3/L)

ｐH エンドポイン

ト 
濃度 

(mg/L) 
文献 

淡水 
ND 

 
ND ND ND ND 48 時間 LC50 16.7 Balk &  

Meuwsen, 
1989b 

UBA1), 
1984 
止水 

24 時間 EC10 
24 時間 EC50 

遊泳阻害 

3.5 
14 
(n) 

UBA, 
1984 

半止水 
閉鎖系 

20 ND 8.0
±0.2

21 日間 NOEC
繁殖 

0.16 
(a, n) 

Kuhn et al.,  
1989 

止水 
閉鎖系 

20- 
22 

286 7.6-
7.7

24 時間 EC0 
24 時間 EC50 
24 時間 EC100 

遊泳阻害 

6.4 
16 

115 
(n) 

Bringmann &  
Kuhn, 1977b 

止水 
閉鎖系 

20 ND 8 24 時間 EC0 
24 時間 EC50 
24 時間 EC100 

遊泳阻害 

1.2 
19 

150 
(n) 

Bringmann &  
Kuhn, 1982 

生後 
24 時間 
以内 

 

OECD 
202 

半止水 

20 ND ND 48 時間 LC50 26.5 
(n) 

van Leeuwen et 
al., 1985 

ND EC2) 
止水 

20 1.4 
meq/L 

8 48 時間 LC50 46 
(n) 

van Wijk et al., 
1994 

生後 
24 時間 
以上 

ND ND ND 7- 
7.5

96 時間 LC50 0.88 NAPM, 1974 

ND EC2) 
止水 

ND ND ND 48 時間 EC50 
遊泳阻害 

17 

Daphnia 
magna 
(甲殻類、 
ｵｵﾐｼﾞﾝｺ) 

ND EC2) 
半止水 

ND ND ND 21 日間 LOEC
21 日間 NOEC
繁殖阻害 

4 
2 

(n) 

Akzo, 1992 

海水 
Artemia 
salina 
(甲殻類、ﾌﾞﾗ

ｲﾝｼｭﾘﾝﾌﾟ) 

ND 止水 
閉鎖系 

24.5 ND ND 24 時間 LC50 14 
(n) 

Price et al., 
1974 

ND: データなし、(a, n): 被験物質の測定濃度が設定値の±20%以内であったので設定濃度により表示、 
(n): 設定濃度、閉鎖系: 試験容器や水槽にフタ等をしているが、ヘッドスペースはある状態 
1) ドイツ連邦環境庁 (Umweltbundesamt) テストガイドライン、2) 現欧州連合 (EU) テストガイドライン 
 

 

6.1.4 魚類に対する毒性 

エチレンジアミンの魚類に対する毒性試験結果を表 6-4 に示す。 
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淡水魚としては、ファットヘッドミノー、グッピー、メダカ等に対する急性毒性データがあ

り、その 96時間LC50は 116～1,545 mg/Lの範囲にある (Balk and Meuwsen, 1989c; Curtis and Ward, 

1981; van Leeuwen, 1986; van Wijk et al., 1994)。最小値はファットヘッドミノーに対する 116 

mg/L であった (Curtis and Ward, 1981)。なお、クリークチャブの 24 時間 LC0及び LC100が 30 mg/L、

60 mg/L であった (Gillette et al., 1952) との報告もあるが、暴露時間が短く、河川水を用いてい

る等の理由で評価できない。 

海水魚では、ブラウンマスの 48時間LC50が 230 mg/Lであった (Woodiwiss and Fretwell, 1974)。 

調査した範囲内では、エチレンジアミンの長期毒性に関する試験報告は得られていない。 

 

表 6-4 エチレンジアミンの魚類に対する毒性試験結果 
生物種 大きさ/ 

成長段階 
試験法/ 
方式 

温度 
(℃) 

硬度 
(mg CaCO3/L)

ｐH エンドポイン

ト 
濃度

(mg/L) 
文献 

淡水 
Pimephales 
promelas 
(ﾌｧｯﾄﾍｯﾄﾞﾐﾉ
ｰ) 

ND U.S. 
EPA 
止水 

22 
±1 

40-48 7.2-
7.9

96 時間 LC50 116 
(n) 

Curtis & 
Ward, 1981 

Cyprinus 
carpio 
(ｺｲ) 

ND ND ND 18.3 6.7 死亡 
<60 時間 

129- 
159 

Loeb & Kelly, 
1963 

Oryzias 
latipes  
(ﾒﾀﾞｶ) 

2 cm 
2 g 

JIS 
止水 

25 ND 7.0 24 時間 LC50 
48 時間 LC50 

1,000 
1,000 

(n) 

Tonogai et al., 
1982 

ND OECD 
半止水 

ND ND ND 96 時間 LC50 275 
(n) 

van Leeuwen, 
1986 

ND ND ND ND ND 96 時間 LC50 640 Balk &  
Meuwsen,  
1989c 

Poecilia 
reticulata 
(ｸﾞｯﾋﾟｰ) 

ND EC1) 
半止水 

20 ND 8 96 時間 LC50 1,545 
(n) 

van Wijk et  
al., 1994 

Leuciscus idus 
melanotus 
(ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝｵﾙﾌ
ｪ、ｺｲ科) 

ND DIN2) 
38412- 

15 

ND ND ND 48 時間 LC0 
48 時間 LC50 
48 時間 LC100

360 
405 
450 
(n) 

Juhnke & 
Ludemann, 
1978 

Semotitus 
atromaculatus 
(ｸﾘｰｸﾁｬﾌﾞ、ｺ

ｲ科) 

ND 止水 
密閉 

15- 
21 

河川水 8.3 24 時間 LC0 

24 時間 LC100

30 
60 

Gillette et al., 
1952 

海水 
Salmo trutta 
(ﾌﾞﾗｳﾝﾏｽ) 

ND ND 10 
±1 

ND 7.6 48 時間 LC50 230 Woodiwiss & 
Fretwell, 
1974 

ND: データなし、(n): 設定濃度 
1) 現欧州連合 (EU) テストガイドライン、2)ドイツ規格協会 (Deutsches Institut fur Normung) テストガイ

ドライン 

 

 

6.1.5 その他の水生生物に対する毒性 

エチレンジアミンのその他水生生物に対する毒性試験結果を表 6-5 に示す。 

アフリカツメガエルを用いた 10 日間の催奇形性試験で、0.1～10 mg/L の濃度で胚 (ステージ
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10～12) の奇形発生率及び死亡率の増加はなかった。5～12 日齢の幼生では、10 日間 LC50 は 250 

mg/L であった (Birch and Prahlad, 1986)。 

ダルマガエルの幼生を用いた 3 時間の LC50 は、150 mg/L、6、12、24、48 時間の LC50 はいず

れも 130 mg/L であった (Nishiuchi, 1984)。 

 

表 6-5 エチレンジアミンのその他水生生物に対する毒性試験結果 
生物種 暴露方法・暴露期間 結  果 文  献 

10 日間催奇形性試験 
0.1-10 mg/L 
 

胚 (ステージ 10-12) の奇形発生率及

び死亡率の増加なし 
Xenopus laevis 
(ｱﾌﾘｶﾂﾒｶﾞｴﾙ) 

幼生期 (5-12 日齢) 暴露 10 日間 LC50           250 mg/L 

Birch &  
Prahlad, 1986

Rana brevipoda 
(ﾀﾞﾙﾏｶﾞｴﾙ) 

幼生期に暴露 3 時間 LC50            150 mg/L 
6、12、24、48 時間 LC50 130 mg/L 

Nishiuchi, 1984

 

 

6.2 陸生生物に対する影響 

6.2.1 微生物に対する毒性 

調査した範囲内では、エチレンジアミンの微生物 (土壌中の細菌や菌類等) に関する試験報

告は得られていない。 

 

6.2.2 植物に対する毒性 

エチレンジアミンの植物に対する毒性試験結果を表 6-6 に示す。 

レタス種子を用いた土壌試験と水耕試験の結果、人工土壌試験での新芽の重量を指標とした

生長阻害についての 14日間EC50は 692 mg/kg乾土であり、水耕試験での 21日間EC50は 208 mg/L

であった (Hulzebos et al., 1993)。 

また、レタスの発芽阻害の 72 時間 EC50 は 4,507 mg/L であった (Reynolds, 1975)。 

 

表 6-6 エチレンジアミンの植物に対する毒性試験結果 
生物種 試験条件 エンドポイント 濃度 文献 

土壌試験 : 土壌 
(粘土 24%、有機

成分 1.8%、 
ｐ H7.5 、 湿 度

80%) 

7 日間 EC50 
14 日間 EC50 

生長阻害 

>1,000
692 

mg/kg
乾土 

水耕試験: 週に

3 回試験液を交

換 

21 日間 EC50 

生長阻害 
208 

mg/L 

Hulzebos et al., 
1993 

Lactuca sativa  
(双子葉植物、ﾚﾀｽ) 
 

ND 72 時間 EC50 

発芽阻害 
4, 507
mg/L 

Reynolds, 1975 

ND: データなし 
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6.2.3 動物に対する毒性 

調査した範囲内では、エチレンジアミンの動物に関する試験報告は得られていない。 

 

6.3 環境中の生物への影響 (まとめ) 

エチレンジアミンの環境中の生物に対する毒性影響については、致死、遊泳阻害、生長阻害、

繁殖などを指標に検討が行われている。 

微生物について、毒性の最小値は、細菌では活性汚泥の呼吸阻害を指標とした 1 時間 NOEC

の 0.5 mg/L、原生動物では鞭毛虫類 (Entosiphon sulcatum) の増殖阻害を指標とした 72 時間毒

性閾値 (EC5) の 1.8 mg/L であった。 

藻類について、セレナストラム、セネデスムス、クロレラなどの生長阻害試験が報告されて

いる。クロレラを用いて生長速度により算出した 96 時間 EC50 は 100 mg/L であった。この値は

GHS 急性毒性有害性区分 III に相当し、有害性を示す。また、信頼性を確認できた NOEC は得

られていない。 

無脊椎動物に関しては、オオミジンコに対する遊泳阻害を指標とした 24～48 時間 EC50 は 14

～19 mg/L、48 時間 LC50 は 26.5～46 mg/L、海産種であるブラインシュリンプの 24 時間 LC50

は 14 mg/L であった。これらの値は GHS 急性毒性有害性区分 III に相当し、有害性を示す。長

期毒性の最小値としては、ドイツ環境庁テストガイドラインに準拠したオオミジンコに対する

21 日間繁殖試験の NOEC が 0.16 mg/L であった。 

魚類に関しては、淡水魚のファットヘッドミノー、グッピー、メダカ等の 96 時間 LC50 が 116

～1,545 mg/L の範囲にあり、海水魚では、ブラウンマスの 48 時間 LC50 は 230 mg/L であった。

これらの値は GHS 急性毒性有害性区分に該当しない。長期毒性についての報告は得られていな

い。 

その他の水生生物では、アフリカツメガエルの幼生を用いた 10 日間 LC50 は 250 mg/L であっ

た。また、ダルマガエルの幼生の 6～48 時間 LC50 は 130 mg/L であった。 

陸生植物ではレタスの生長阻害に関する土壌試験と水耕試験の報告があり、水耕試験による

21 日間 EC50 は 208 mg/L である。 

 

以上から、エチレンジアミンの水生生物に対する急性毒性は、藻類及び甲殻類に対して GHS

急性毒性有害性区分 III に相当し、有害性を示す。長期毒性についての NOEC は、甲殻類では

0.16 mg/L である。 

得られた毒性データのうち水生生物に対する最小値は、甲殻類であるオオミジンコの繁殖を

指標とした 21 日間 NOEC の 0.16 mg/L である。 

 

 

7．ヒト健康への影響 

7.1 生体内運命 

エチレンジアミンの動物における代謝経路を図 7-1 に示す。 
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a. 吸収 

ラットの経口投与でのエチレンジアミンの吸収速度は、加齢による変化や性差、投与期間 (6、

18 か月) の差はなかった (Yang et al., 1984b)。 

一方、経皮投与ではエチレンジアミンの吸収性は低い。10% 14C-エチレンジアミン水溶液

0.2mL をラットの剃毛背部 (50 cm2) に適用後、排泄物中と体内残留放射能の合計は 24%であっ

た。表皮を腐食する濃度である 25 及び 50%溶液ではこれより吸収性は高く、50%以上吸収され

た。なお、呼気中に排泄された放射能は算定されていない (Yang, et al., 1987)。 

 

b. 分布 

雄 Wistar ラットに[1,2-14C]-エチレンジアミン二塩酸塩 5、50 及び 500 mg/kg を単回静脈内投

与し、48 時間後の組織内分布を検討した実験で、放射能は測定 26 器官の全てで用量依存的に

増加し、組織重量あたりの放射能の量は肝臓、腎臓、骨髄、甲状腺、副腎に多く分布し、48 時

間後の主要臓器 (肝臓、腎臓、肺、脳) からは 2.3、1.7、2.0% (それぞれ 5、50、500 mg/kg、以

下同じ)、屠体からは 12.2、9.4、10.8%が検出された (Yang and Tallant, 1982)。 

Wistar ラットでは、エチレンジアミンの血漿中消失速度には投与経路による薬物動態学的な

差はなく、[1,2-14C]-エチレンジアミン二塩酸塩を 5、50、500 mg/kg の用量で経口、気管内及び

静脈内投与後の総クリアランスは、低用量で約 173～189 mL/h、中用量で約 204～227 mL/h、高

用量で約 101～154 mL/h であった。最終半減期は、低用量で 7.6～8.0 時間、中間用量で 5.3～8.0

時間、高用量で 4.1～6.9 時間であった。以上により、高用量では血漿中から消失の過程は飽和

したと考えられる。なお、別の試験で実験動物に腎毒性がみられているが、これらの腎臓毒性

と尿中排泄への影響の有無については不明である (Dow, 1982; Yang and Tallant, 1982)。 

[1,2-14C]-エチレンジアミン二塩酸塩水溶液 0.2 mL を雄 Wistarラットの剃毛背部皮膚 (範囲 7

×7 cm2)へ閉塞経皮適用すると、血漿からの消失半減期は、25%の適用濃度では 4.4 時間、50%

では 4.9 時間であった (Yang et al., 1987)。 

ヒトから採取した血液を  [1,2-14C]-エチレンジアミン  (1～15 μg/mL) とインキュベート 

(37℃ 30 分) した実験で、放射能は濃度に関係なく赤血球と血漿にほぼ同等に分布した (添加

[1,2-14C]-エチレンジアミンの量の約 49～52%は血漿中で検出)。なお、血漿タンパクとの結合は

確認できなかった (Caldwell and Cotgreave, 1983a, 1983c; Cotgreave and Caldwell, 1983b)。 

 

c. 代謝・排泄 

Caldwell and Cotgreave (1983b) は、雄 Lewis ラットに [14C]-エチレンジアミン (16 mg/kg) を

腹腔内に単回投与し、N,N'-ジアセチルエチレンジアミン (投与量の 2%以下)と馬尿酸 (投与量

の 1%以下) を検出し、エチレンジアミンは以下の二経路によって代謝されると考えた。 

1) 片方または両方のアミノ基のアセチル化 

2) 脱アミノ化後、アミノアセトアルデヒドを経て速やかにグリシンに代謝される 

エチレンジアミンをアミノ酸化酵素 (黒色麹菌由来) 及びシトクロム C (ウマ心臓由来) とイ

ンキュベートし、エチレンジアミンによるシトクローム C の還元の有無を調べ、1mol のエチレ

ンジアミンは 2 mol のシトクロム C と反応することが確認された。嫌気的アンモニア産生に基

づき、エチレンジアミンは最初に脱水反応で 1-アミノ-2-イミノエタンになり、次に加水分解に
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より、アンモニアとアミノアセトアルデヒドが生成すると推定している (Hoshika, 1967)。 

Wistar ラットに[1,2-14C]エチレンジアミン二塩酸塩 5、50、500 mg/kg を単回で経口、気管内、

静脈内投与した後、尿中に排出される代謝物は、経路に関係なく、主に N-アセチルエチレンジ

アミン (40～68%) であった。また、用量の増加により、代謝物の排泄される割合の顕著な減少

及び排泄物中のエチレンジアミン未変化体の割合の増加がみられ、エチレンジアミンの代謝が

飽和したことを示している。経口投与の場合、投与 24 時間後までに、尿中からは投与放射能の

55.8、55.9、45.7% (それぞれ 5、50、500 mg/kg、以下同じ) で検出され、糞中からは 4.5、13.8、

16.2%が、呼気中からは 7.8、4.8、5.9%が検出された。この結果から、尿排泄が主な排泄経路と

考えられた。このほか、同様の実験を気管内投与、静脈内投与で実施した結果、5、50、500 mg/kg

の各用量におけるエチレンジアミンの 24 時間以内の排泄 (尿、糞、呼気中) は、気管内投与で

81.4、78.9、75.4%、静脈内投与で 79.7、77.3、68.8%であり、いずれの経路でも吸収・排泄は速

やかであった (Dow, 1982; Yang and Tallant, 1982)。 

 

経皮適用でも、吸収されたエチレンジアミン ([1,2-14C]-エチレンジアミン二塩酸塩を適用)の

大部分は、尿から排泄され、糞から少量が排出された。呼気から二酸化炭素としての排泄は認

められなかった (Yang et al., 1987)。 
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図 7-1 エチレンジアミンの代謝経路 

(Caldwell and Cotgreave,1983b、Hoshika, 1967、Yang and Tallant, 1982 より作成) 

 

 

d. ヒトでの生体内運命 

健康な男性ボランティア 3 人 (22～26 歳、体重 65～95 kg) に、エチレンジアミン含有製剤を

経口投与 (43mg エチレンジアミン/ヒト) した実験で、投与 45 分後、エチレンジアミンの血漿
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中濃度は約 0.3 μg/mL になり、その後一次指数関数的に減少し、3 時間後には検出されなかっ

た。血漿からの消失半減期 (tl/2) は 60 分であった。エチレンジアミンの平均血漿クリアランス

は 589mL/分、生物学的利用性 (bioavailability) は 34%であった。24 時間以内に 3%は未変化体、

45%はアセチル化体として尿中に排泄された  (Caldwell and Cotgreave, 1982, 1983a, 1983c; 

Cotgreave and Caldwell, 1983a, 1983c)。 

250 mg 製剤/ヒト (35 mg エチレンジアミン/ヒト) を単回静脈内投与した場合は、血清中の

エチレンジアミンに二相性の減少がみられた。第一相半減期平均 7.2 分、第二相半減期は平均

33 分であり、投与 3 時間後には血漿中に検出されなかった。投与 24 時間までに、尿中に投与

量の 18%の未変化体と 43%のアセチル化体エチレンジアミンが検出された。血漿クリアランス

は、574 mL/分であった。これらの結果から、エチレンジアミンは経口投与後、初回肝臓通過で

吸収量の約 60%が代謝されると推定された  (Caldwell and Cotgreave, 1982, 1983a, 1983c; 

Cotgreave and Caldwell, 1983a, 1983c)。 

6 人のボランティア (21～47 歳, 男性 4 人, 女性 2 人, 体重 51～84 kg) にエチレンジアミン

含有製剤を 10 mL (エチレンジアミン 46.9 mg/ヒト) の用量で静脈内投与 (注射速度 1.4 mL/分) 

した。エチレンジアミンの血漿からの消失半減期 (tl/2) は 114±58 分、血漿からのクリアラン

スは 609 mL/分 (平均体重 70kg を想定) であった (Caldwell et al., 1986)。 

ボランティア (20～28 歳、男性 5 人、女性 1 人、体重 48～95 kg) にエチレンジアミン含有錠

剤 (組成の記載なし) を 12 時間間隔で 5 回投与 (225 mg/回) した実験で、1 回目及び 5 回目の

各投与後、30 分、1、2、3、5、7 時間目に血液を採取した。1 回目投与後の血漿中濃度は 60 分

後に最大 (0.16 mg/mL) になり、5～7 時間後に検出限界 (エチレンジアミン 0.03μg /mL) 以下

となった。5 回目の投与では 2 時間後に最大濃度 (0.16μg/mL) を示し、5～7 時間後に検出限

界以下になった。エチレンジアミンは反復投与してもヒトの体内には蓄積しなかった 

(Cotgreave and Caldwell, 1985)。 

エチレンジアミンを含む喘息薬を経口投与 (エチレンジアミンの投与量: 68.5 mg/ヒト/日) 

された患者の尿中に N-アセチルエチレンジアミンが代謝物として排泄され、4 日目の投与後ま

での N-アセチルエチレンジアミンの排泄は、53 mg/日であった (Markiw, 1975)。 

 

7.2 疫学調査及び事例 

エチレンジアミンの疫学調査及び事例を表 7-1 に示す。 

a) 事例 

ヒトのエチレンジアミンによる急性中毒の死亡例として、皮膚及び吸入暴露 (暴露濃度不明) 

した作業者は、暴露 4 時間後から頻脈、溶血による高カリウム血症及び無尿症を伴う尿細管腎

症が発生し、暴露 55 時間後に虚血性心疾患により死亡したとの報告がある  (Niveau and 

Painchaux, 1973a, b)。 

エチレンジアミンのヒトの刺激性に関する以下の報告がある。 

0.1 mL の l% エチレンジアミン溶液 (0.9%の塩化ナトリウム溶液に溶解) を 70 歳の男性の背

部皮内単回投与した結果、投与部位に紅斑、蕁麻疹及び水疱が生じ、その部位の病理組織学検

査では壊死及び水腫が認められた。同一処置の他の 2 人 (年齢記載なし) のうち 1 人の皮膚に

は水疱がみられた程度であった。3 週間後、この 3 人の皮膚に l%エチレンジアミン水和乳化軟
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膏をパッチ適用したが、影響はみられなかった (Kradjan and Lakshminarayan, 1981)。 

4 人のボランティアにエチレンジアミンを 5～10 秒間吸入暴露させた試験で、250 mg/m3 の濃

度では刺激性はなかったが、500 及び 1,000 mg/m3 ではそれぞれ軽度または重度の眼及び鼻粘膜

への刺激性がみられた (Pozzani and Carpenter, 1954)。 

ボランティアへの皮膚適用試験で、8% (5/61 人) に感作性が認められた (Maibach, 1975) とす

る報告がある。また、ボランティアにエチレンジアミン含有の皮膚クリームを局所適用後、パ

ッチ試験及び光パッチ試験を行い光線過敏症を確認した (Burry, 1986) とする報告、ボランティ

アにエチレンジアミン含有医薬及びスキンケア製剤の局所適用後、パッチ試験を行い局所適用

後に生じた接触アレルギーはエチレンジアミンに起因することを確認したとする報告 (Edman 

and Moeller, 1986) がある。また、エチレンジアミンはアレルギー性皮膚反応を生じると考えら

れている (IPCS, 1999)。 

エチレンジアミンを含むエチレンアミン類の混合物に最長 4 年間暴露し、産業医により皮膚

炎が生じた 35 人の従業員の調査が行われ、35 人中 3 人の従業員は呼吸器に対する感作もみら

れた (暴露濃度のデータの記載なし)。エチレンアミン類に皮膚刺激性及び感作性があることが

知られていることから、著者はこの調査から、エチレンアミン類が呼吸器感作の主要原因物質

であると結論した (Dernehl, 1951)。 

職場でエチレンジアミンを含む低分子の化学物質に混合暴露し喘息症状を示した 48 人のう

ち呼吸器障害を示した 6 人に、刺激性を示さない低濃度のエチレンジアミンを吸入暴露し誘発

した試験で、4 人には陽性反応がみられ、48 人の被験者全員がエチレンジアミンに対する免疫

グロブリン E 抗体が確認され (Prausnitz-Kustner 反応)、エチレンジアミンに呼吸器感作作用が

あると結論した (Popa et al., 1969)。EU は Popa et al. (1969) の報告に基づき、エチレンジアミン

を呼吸器感作物質に分類し、R-フレーズ 42 (「エチレンジアミンの吸入により感作を生じるか

もしれない」) をラベルに追加記載した (HSE, 1994)。 

上記以外にもエチレンジアミンに職業暴露したヒトについて、パッチ試験により湿疹性皮膚

炎、接触皮膚炎、上気道刺激、上気道過敏症等が確認されたとする報告がある (Baer et al., 1959; 

Camarasa and Alomar, 1978; English and Rycroft, 1989; Tas and Weissberg, 1958; Wuthrich, 1972)。 

3 人のボランティアに 86 mg のエチレンジアミン塩酸塩またはリン酸塩を静脈内投与した実

験で、呼吸量は、注射 5 分後に 2 倍になったが 7 分後にはもとの値に回復した。CO2 分圧の平

均値は 5 分後に 15%低下し、約 9 分後に正常値に回復した。実験期間を通じ呼吸数には変化は

なかった (Schwab et al., 1960)。 

 

b) 疫学調査 

エチレンジアミンの疫学調査として以下の報告がある。 

米国のエチレンジアミンを取り扱う工場従業員について、喫煙と職業暴露によるエチレンジ

アミンの呼吸器感作との関連の遡及的コホート研究が行われた。1974～1981 年の間に工場勤務

した 337 人の従業員について、この期間に、38/337 例の従業員 (11.3%) は咳及び喘息様症状を

示した。エチレンジアミンとの最初の接触から症状発現まで (潜伏期間) について、喫煙者 (n 

= 8) では平均潜伏期間は 7.0 か月、就労一年以上の禁煙者 (n=14) では 12.9 か月、喘息罹患歴

のある従業員 (n =6) は 16.2 か月、喘息罹患歴のない非喫煙者 (n = 4) では 37.3 か月であった。
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喫煙によるエチレンジアミンの呼吸器感作の発現期間の短期化は有意であった (Aldrich et al., 

1987)。 

米国で、1975～1982 年に 20 歳以下の 110 人の子供に脳腫瘍が発生し、父親のエチレンジア

ミンへの職業暴露とその子の脳腫瘍発生と関連性を調査した。対照として健康な 193 人が選ば

れ、患者と対照被験者とは年齢、人種及び性により対応 (27 人は 2 因子の対応、83 人は 3 因子

の対応) させた。母親には、妊娠中食料、妊娠回数、能動的及び受動的喫煙、全身状態及び薬

剤使用及び妊娠中 X 線検査の交絡因子も調査した。脳腫瘍の相対危険度として、出産後にのみ

父親がエチレンジアミンに暴露した場合のオッズ比は 1.5 (95%の信頼範囲 0.6～3.9)、出産前か

ら父親が暴露された場合は 0.6 (95%の信頼範囲 0.1～2.9) であり、父親のエチレンジアミンへ

の暴露とその子の脳腫瘍の発生とは関連性があるとの結論は出来なかった (Wilkins and Sinks, 

1990)。 

 

以上、ヒトのエチレンジアミンへの吸入及び経皮同時暴露による急性中毒で、溶血性無尿症

及び高カリウム血症を伴う尿細管腎炎、虚血性心疾患が発生し死亡した例がある。また、エチ

レンジアミンはヒトに対して眼、皮膚及び呼吸器の刺激性、皮膚感作性、呼吸器感作性、光感

作性等を示す。疫学調査では呼吸器の感作がみられ、喫煙で感作の発現期間が短縮することが

報告されている。 

 

表 7-1 エチレンジアミンの疫学調査及び事例 
対象・人数 暴 露 状 況 等 暴  露  量 結     果 文 献 
職業暴露 
EDA 作業の

工場従業員 

皮膚及び吸入の同時暴露 ND 毒性学的所見: 血液学及び

血液生化学検査項目の変化 
(詳細不明)、溶血による無尿

症及び致死性高カリウム血

症を伴う尿細管腎炎。事故

被災者は、暴露 55 時間後に

虚血性心疾患により死亡 

Niveau 
& 
Painchau
x, 1973a; 
b 

ボランティ

ア 
(男性、70才) 
その他 2 人  

EDA の背部皮内単回投与 l% EDA 溶液 
(0.9%の塩化ナト

リウム溶液に溶解) 
0.1mL 

投与部位に紅斑、蕁麻疹、

水疱。皮膚影響部位に壊死

及び水腫。同一処置の他の

2 人は、初回に比べその後

の皮膚反応は弱い。1 人に

水疱形成 

Kradjan 
& 
Lakshmi
narayan, 
1981 

ボランティ

ア(4人)への

投与 

EDAa) 
5-10 秒間吸入暴露 

250、500、1,000 
mg/m3 
 

250mg/m3: 刺激性なし 
500mg/m3:軽度眼及び鼻粘  

膜の刺激 
1,000mg/m3:重度な眼及び鼻

粘膜の刺激 

Pozzani 
& 
Carpente
r, 1954 

ボランティ

アへの投与 
皮膚適用試験 ND 8% (5/61 人) が感作性を示

す 
Maibach, 
1975 

症例報告 EDA-2HCl 含有皮膚クリ

ーム局所適用 
ND パッチ試験及び光パッチ試

験で EDA に対し陽性反

応  
結論: この症例はエチレン

ジアミンに起因した光線

過敏症 

Burry , 
1986 
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対象・人数 暴 露 状 況 等 暴  露  量 結     果 文 献 
ボランティ

ア  (40 人 ) 
への投与 
 

EDA 含有医薬及びスキン

ケア製剤の局所適用 
ND パッチ試験で EDA に対し

陽性反応 6/40 人が陽性 
結論 :陽性反応はエチレン

ジアミンに起因した接触

アレルギー 

Edman & 
Moeller, 
1986 

職業暴露 
35 人 

エチレン・アミン類への

混合暴露 
暴露期間 4 年 

ND 産業医学評価報告: アミン

混合物に刺激及び感作性

ありと結論 
3/35 人に気道感作の可能

性あり 
結論:エチレン・アミン類が

皮膚炎の主要原因物質 

Dernehl, 
1951 

職業暴露  エチレンジアミンを含む

低分子へ混合暴露し、喘

息症状を示す 48 人の調査 
 
他の化合物との混合暴露 

誘発: 刺激性を示

さない濃度のエチ

レンジアミン 

調査した呼吸器障害を示し

た 6 人中 4 人は呼吸器感作

性陽性 
EU はこの結果から、エチレ

ンジアミンを呼吸器感作物

質に分類し、R-フレーズ 42 
(「エチレンジアミンの吸入

により感作を生じるかもし

れない」)をラベルに追加す

ることを指示 (HSE, 1994) 

Popa et 
al., 1969

職業暴露 
 

皮膚接触及び蒸気暴露 
EDA の取り扱い作業で暴

露し皮膚/上気道に影響が

みられたヒトの調査 

ND パッチ試験 (EDA1%水溶

液) で EDA に対し陽性反

応: 
結論:接触性湿疹及び上気

道刺激はエチレンジアミ

ンに起因 

Wuthrich
 , 1972 

職業暴露 
 

医薬としての EDA または

その製剤への暴露で皮膚

に影響がみられたヒト 
(薬剤師) の調査 

ND パッチ試験 (EDA-2HClb) 
l%水溶液、または原液) で
EDA に対し陽性反応: 
結論:接触皮膚炎はエチレ

ンジアミンに起因 

Baer et 
al., 1959 

職業暴露 
  

医薬としての EDA または

その製剤への暴露で皮膚/
上気道等に影響がみられ

たヒト (薬剤師) の調査 

ND パッチ試験 (EDA 含有医薬

製剤) 及び吸入試験  (EDA
及び EDA 含有医薬 ) で

EDA に対し陽性反応: 
結論:皮膚炎、鼻炎及び上気

道過敏症はエチレンジア

ミンに起因 

Tas & 
Weissber
g, 1958 

職業暴露 EDA 含有 (推定) 切削油

の取り扱いによる暴露で

皮膚に影響がみられたヒ

トの調査 

ND パッチ試験 (EDA l%ワセリ

ン溶液) で EDA に対し陽性

反応: 
結論:湿疹性皮膚炎はエチ

レンジアミンに起因 

Camaras
a & 
Alomar , 
1978 

職業暴露 
 

EDA 含有床洗浄剤使用に

よる暴露で皮膚に影響が

みられたヒトの調査 

ND パッチ試験 (EDA-2HCl l%
ワセリン溶液) で EDA に対

し陽性反応:  
結論:湿疹性皮膚炎はエチ

レンジアミンに起因 

English 
& 
Rycroft , 
1989 

ボランティ

ア (3 人)  
EDA (塩酸塩またはリン

酸塩) の静脈内投与 
86mg/人 注射 5 分後:呼吸量 2 倍、CO2

平均分圧 15%低下 
7 分後:投与前値に回復 
9 分後:正常値 
呼吸数には影響なし 

Schwab 
et al., 
1960 
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対象・人数 暴 露 状 況 等 暴  露  量 結     果 文 献 
疫学研究 
EDAa) 作 業

の工場従業

員 
337 人 

喫煙と職業暴露によるエ

チレンジアミンの呼吸器

感作との関連 
(遡及的コホート研究) 

1974～1981 年間の

工場勤務 
暴露濃度不明 

38/337 例の従業員 (11.3%)
に鼻炎、咳及び喘息様症状 
最初の接触から症状発現ま

で (潜伏期間):  
喫煙者 (n = 8): 7.0 か月、 
就労一年以上の禁煙者 

(n=14): 12.9 か月 
喘 息 罹 患 歴 従 業 員 

(n=6):16.2 か月 
喘息罹患歴のない非喫煙

者 (n=4): 37.3 か月 
結論 :喫煙によるエチレン

ジアミンの呼吸器感作の

発現期間の統計学的に有

意な短期化 

Aldrich 
et al., 
1987 

疫学研究 
米国 
20 歳以下の

中枢神経系

脳腫瘍多発

事例 
110 人 

1975～1982 年間の父親の

職業暴露による子への影

響の有無の調査 

ND 対照は健康な 2 集団の 193
人(年齢、人種及び性の因子

を対応、27 人は 2 因子が対

応、83人は 3因子とも対応)。
母親に関して、妊娠中食料、

妊娠回数、能動的及び受動

的喫煙、全身状態及び薬剤

使用及び妊娠中 X 線検査の

交絡因子も調査。 
脳腫瘍の相対危険度: 
父の暴露は出産後のみ:オ

ッズ比は 1.5 (95%信頼

範囲: 0.6～3.9)、 
父の暴露は出産前から継

続: オッズ比は 0.6 (95%
の信頼範囲 0.1～2.9) 

結論 :父の暴露とその子の

脳腫瘍の発生には関連性

があると結論出来ない 

Wilkins 
& Sinks, 
1990 

a) EDA: エチレンジアミン   b) EDA-2HCl : エチレンジアミン二塩酸塩  ND: データなし 

 

 

7.3 実験動物に対する毒性 

7.3.1 急性毒性 

エチレンジアミンの実験動物に対する急性毒性試験結果を表 7-2に (Barbour and Hjort, 1920; 

BASF, 1952, 1957, 1978a, 1979, 1980; Boyd and Seymour, 1946; Carpenter et al.,1948; Dubinina et al., 

1997; Du Pont, 1983; Hogan and Daul, 1974; Koch, 1954; Lewis, 1996; Smyth et al., 1941, 1951; 

Union Carbide, 1984; US.NTP, 1982a, b; Yang et al., 1983a) 、エチレンジアミン・二塩酸塩の実験

動物に対する急性毒性試験結果を表 7-3 に (BASF, 1957; Hogan and Daul, 1974; Yang et al., 

1983a) 示す。 

エチレンジアミンのラットでの経口投与 LD50 は 472～1,850 mg/kg、吸入暴露 LC50 は 1,966～

3,933 ppm (4,916～9,832 mg/m3)、経皮暴露 LD50 は 1,000 mg/kg であり、マウスの吸入暴露 LC50

は 3,200ppm (8,000 mg/m3)等の値が得られている。 

エチレンジアミンの急性毒性症状として、皮膚 (経皮投与)、胃腸粘膜 (経口投与) 及び気道
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粘膜 (吸入摂取) に対する刺激性を示すが、その毒性症状の観察、または標的器官の詳細な報

告はほとんどない。 

 

表 7-2 エチレンジアミンの急性毒性試験結果 

投与経路 マウス ラット ウサギ モルモット ネ コ 

経口 LD50  

(mg/kg ) 
ND 472-1,850 ND 470 450 

吸入 LC50 

ppm 

(mg/m3) 

3,200 
(8,000) 

1,966-3,933
(4,916-9,832)

ND 
>800 

(>2,000) 
2,000-2,400 

(5,000-6,000) 

経皮 LD50  

(mg/kg ) 
ND 1,000 550-2,880 ND ND 

皮下 LD50 

(mg/kg) 
424 300 ND ND 424-446 

静脈内 LD50 

(mg/kg) 
ND ND ND ND ND 

腹腔内 LD50 

(mg/kg) 
200 76 ND ND ND 

 

 

表 7-3 エチレンジアミン・二塩酸塩の急性毒性試験結果 

投与経路 マウス ラット ウサギ 

経口 LD50 

(mg/kg) 1,620-1,770 1,044-3,250 ND 

経皮 LD50  

(mg/ kg) ND ND 
>2,890 

(24 時間適用)
皮下 LD50 

(mg/kg) 324-1,500 ND ND 

 

 

7.3.2 刺激性及び腐食性 

 エチレンジアミンの実験動物に対する刺激性及び腐食性試験結果を表 7-4 に示す。 

a. 皮膚刺激性 

エチレンジアミン原液のラット無傷皮膚への 24時間閉塞適用で、皮膚深部までの壊死 (BASF, 

1980)、ウサギ背部皮膚への 1 分間適用で、重度の炎症及び壊死及び筋肉に達する瘢痕 (BASF, 

1960)、ウサギ腹部の無傷皮膚への 24 時間適用で投与部位の壊死が見られた (Smyth et al., 1951)。 

ウサギに 20%エチレンジアミン溶液の含浸布 (背部皮膚) または含浸脱脂綿球 (耳介内部) 

の 20 時間適用で、背部皮膚及び耳介に重度の壊死を伴う炎症、耳介の欠損ないし瘢痕が、10%

溶液の適用では皮膚に軽度の壊死を伴う炎症、耳介で適用部位の強い炎症が認められた。また、

0.5%及び l% エチレンジアミン溶液は刺激性を示さなかった (BASF, 1952)。 

ウサギの皮膚に 8.92 mg/匹 (0.01 mL/匹) のエチレンジアミン原液を開放適用した結果、24

時間後に強い皮膚刺激がみられた (Du Pont, 1983)。 

エチレンジアミンの原液はラット、ウサギの皮膚に対して刺激性を示す。希釈率が 10%では

中等度、1%では軽度の刺激性を示し、0.1%希釈液では刺激性はない (Dow ,1987a 未公表)。 
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エチレンジアミン二塩酸塩水溶液 (10%または 20%) のウサギの背部または耳への適用では

刺激作用は明確にはみられず (BASF, 1952)、40%水溶液のウサギの皮膚への 24 時間開放適用で

も刺激性はなかった (Yang et al., 1983a)。また、雄 Wistar ラットの無傷背部に 10、25、50%の

水溶液を 24 時間閉塞適用した試験で、25%及び 50%溶液で皮膚の壊死がみられたが、10%溶液

では組織に変化はなかった (Yang et al., 1987) 

以上のデータから、エチレンジアミンは皮膚に対して刺激性及び腐食性を示す。 

 

b. 眼刺激性 

エチレンジアミンを点眼 (濃度不明) すると眼粘膜に重度の損傷を生じた (Du Pont, 1983)。 

エチレンジアミン原液 5μL をウサギの結膜嚢へ点眼すると、18～24 時間後に角膜表面の 63

～87%に壊死が生じた (Carpenter and Smyth, 1946; Smyth et al., 1951) が、40%のエチレンジアミ

ン二塩酸塩水溶液の 0.5 mL 点眼では、ウサギの眼の結膜嚢に軽度な刺激作用のみを生じた 

(Yang et al., 1983a)。 

エチレンジアミン原液 50 μL をウサギの眼へ点眼すると、1 時間後に、眼粘膜の刺激作用に

よる重度の角膜混濁が生じ、数日後には化膿し、これらは 8 日間の観察期間を通して継続して

観察された (BASF, 1978b)。 

①エチレンジアミン (純度：70%) 水溶液 (1、10、20、50%)、及び②エチレンジアミン二塩

酸塩 10%水溶液の各 1 滴をウサギの眼に 5 分間隔で 2 回点眼した試験で、10%以上の濃度のエ

チレンジアミン水溶液は、壊死性炎症及び角膜混濁を伴う腐食性を示したが、1%水溶液は刺激

性を示さなかった。10% エチレンジアミン二塩酸塩水溶液は一過性の結膜発赤がみられた 

(BASF, 1952)。 

エチレンジアミンの蒸気も、眼、粘膜及び気道に対する刺激性を示した (Mannsville Chemical 

Products, 1985)。 

以上のデータから、エチレンジアミンは眼に対して刺激性及び腐食性を示す。 

 

表 7-4 エチレンジアミンの刺激性及び腐食性試験結果 
動物種・性

別・週齢 
投与方法 適用期間 

投 与 量 
 

結    果 文 献 

皮膚 
ラット 剃毛腹

側部及

び背部

無傷皮

膚閉塞

適用 

24時間  EDA a)原液 
約50cm2 

皮膚の深部に達する壊死を生じ、14
日後も壊死は見られた 

BASF, 1980 

ウサギ 剃毛背

部皮膚 
1分間 EDA原液を適用 適用部位に重度炎症及び壊死を生

じ、筋肉に達する深い瘢痕が残る例あ

り (用量、適用範囲の記載なし) 

BASF, 1960 

ウサギ 腹部無

傷剃毛

皮膚 

24時間 EDA原液 0.01mL 投与部皮膚に壊死を生じた。10%溶液

では浮腫のみを生じた 
Smyth et al., 
1951 
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動物種・性

別・週齢 
投与方法 適用期間 

投 与 量 
 

結    果 文 献 

ウサギ 背部皮

膚 
20時間

適用 
0.5、1、10、20%EDA溶

液含浸布貼付(2.5cm × 
2.5cm) 
耳介内部に1-2 mLの
EDA溶液 (10、 20%) 含
浸脱脂綿球適用 

0.5%及び l%溶液:背部皮膚に刺激性

なし 
10%溶液:背部皮膚の軽度壊死を伴う

炎症、耳介の炎症は背部より強い。 
20%溶液:背部皮膚及び耳介の重度壊

死を伴う炎症、耳介欠損、瘢痕、こ

れらは徐々に治癒。 

BASF, 1952 

ウサギ 皮膚開

放適用 
ND 8.92mg/羽(0.01mL/羽)の

EDA原液 
24 時間後に強い皮膚刺激(詳細不明) Du Pont, 

1983 
ウサギ 背部ま

たは耳

介 

ND EDA-2HCl b) 
10%または20% 

明確な刺激反応なし BASF, 1952 

ウィスタ

ーラット 
 
雄 

剃毛無

傷背部 
閉塞適

用 

24時間 1,2-[14C]エチレンジア

ミン二塩酸塩の10、25、
50%の水溶液0.2mL 
(408、1020、2040 μ
g/cm2相当) 
(7 × 7cm) 

10%:組織変化なし 
25%及び 50%:皮膚壊死 
オートラジオグラフィーにより、皮

膚適用部位にはいずれの用量でも、

表皮角質層及び毛鞘に標識エチレン

ジアミンが多く分布 

Yang et al., 
1987 

ウサギ 
 
5羽 

剃毛皮

膚 
開放適

用 

24時間 40%エチレンジアミン

二塩酸塩水溶液 
刺激作用なし(詳細な記載なし) Yang et al., 

1983a 

眼 
ウサギ 結膜嚢

点眼 
ND EDA(原液を適用したと

考えられるが詳細不明)
眼粘膜に重度の損傷 Du Pont, 

1983 
ウサギ 結膜嚢

点眼 
ND EDA原液 5 μL 18-24 時間後、角膜表面の 63-87%に

壊死  
Carpenter ＆ 
Smyth, 1946; 
Smyth et al., 
1951 

ウサギ 結膜嚢

点眼 
ND EDA-2HC l40%水溶液

0.5mL 
ウサギ眼の結膜嚢に軽度な刺激作用 
(詳細な記載なし) 

Yang et al., 
1983a 

ウサギ 結膜嚢

点眼 
ND EDA原液50 μL 1 時間後、眼粘膜の顕著な刺激作用 

(詳細な記載なし)、 重度角膜混濁、

数日後化膿し、8 日間継続 

BASF, 1978b

ウサギ 結 膜 嚢

点眼 
1 滴 5 分

間隔2回
点眼 

①EDA(純度：70%)水溶

液(l、10、20、50%) 
②EDA-2HCl(10%) 

10%以上の EDA:壊死性炎症及び角膜

混濁を伴う強い腐食性を示した 
l%の EDA 水溶液:刺激性なし 
10% EDA-2HCl:一過性結膜発赤 

BASF, 1952 

ウサギ 蒸 気 暴

露 
ND EDA蒸気 眼、粘膜及び気道への刺激性 Mannsville 

Chemical 
Products, 
1985  

a) EDA: エチレンジアミン、 b) EDA-2HCl : エチレンジアミン二塩酸塩、 ND: データなし 
 

 

7.3.3 感作性 

エチレンジアミンの実験動物に対する感作性試験結果を表 7-5 に示す。 

モルモットまたはマウスを用いた各種の感作性試験がエチレンジアミンによる刺激反応が発

現しない濃度で実施され、それらの試験結果のほとんどは陽性であった (Babiuk et al., 1987; 

Cornacoff et al., 1988; Eriksen, 1979; Gerberick et al., 1992; Goodwin et al., 1981; Henck et al., 1980; 

Maurer et al., 1979; Robinson et al., 1990; Thorgeirsson, 1978)。しかし、皮膚への開放適用試験 
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(BASF, 1960)、マウス耳腫脹試験 (Cornacoff et al., 1988; Dunn et al., 1990; Gad et al., 1986) 等で

陰性の結果もみられている。 

以上の結果から、エチレンジアミンは感作性があると考える。 

 

表 7-5 エチレンジアミンの感作性試験結果 
試 験 方 法 結 果 (検 査 時 間) 文 献 

陽性(陽性率:90%) (不明） Goodwin et al., 1981
経口前処理後 60-65%の動物で陽性(48 時間後) 
前処理のない 70%の動物で陽性 (48 時間後） 

Eriksen, 1979 
マキシマイゼーション試

験 
 

60%の動物で陽性 (24 時間後） Thorgeirsson, 1978 
オプチマイゼーション試

験 
表皮誘発 : 20%の動物で陽性(判定: 24 時間後) 
皮内誘発 : 90%の動物で陽性(判定: 24 時間後） 

Maurer et al., 1979 

100%の動物で陰性(判定: 24 時間後） ドレーズ試験 (変法) 
上記試験で使った動物に、反復惹起実施(最初の試験終了

14 日後に実施)、その後 1 週間の無処理期間後に追加誘

発。50%の動物で陽性(判定: 24 時間後） 

Goodwin et al., 1981

ビューラー試験 70%エチルアルコール・水溶液に溶解し適用 
83-100%の動物で陽性(判定: 24 時間後) 
50%の動物で陽性(判定: 48 時間後） 

70%アセトン・コーン油溶液に溶解し適用 
50-100%の動物で陽性 (判定: 24 時間後) 
17%の動物で陽性(判定: 48 時間後） 

Babiuk et al., 1987 

ビューラー試験 (変法) 陽性(陽性率:70-95%) (判定: 24-72 時間） Babiuk et al., 1987; 
Robinson et al., 1990 

ビューラー法による誘発

後の再誘発 (変法) 
70%のエチルアルコール水溶液に溶解して適用 
70%のアセトンコーン油溶液に溶解して適用 
いずれも 100%の動物で陽性(判定: 20 時間後） 

Babiuk et al., 1987 
 

単回アジュバント注射試

験 
陽性(陽性率:100%) (判定: 18-42 時間) Goodwin et al., 1981

上皮アジュバント試験 陽性(陽性率:100%) (判定: 24 時間及び 48 時間後） Henck et al., 1980 
開放皮膚適用試験 陰性(判定: 判定: 8、12、24 時間後） 

[2 匹の動物は惹起の間に死亡] 
BASF, 1960 

陽性(陽性率:13%-33%) (判定: 24 及び 48 時間後) 
陰性(判定: 24 及び 48 時間後) 

Dunn et al., 1990; 
Gad et al., 1986  

マウス耳腫脹試験 

陰性(判定: 48 時間後） Cornacoff et al., 
1988 

局所リンパ節試験 弱い陽性 Gerberick et al., 
1992 

 

 

7.3.4 反復投与毒性 

エチレンジアミンの実験動物に戴する反復投与毒性試験結果を表 7-6 に示す。 

マウスにエチレンジアミン二塩酸塩 0、 50、 100、 200､ 400、600 mg/kg (エチレンジアミ

ンに換算) を 12 日間強制経口投与した試験で、400 mg/kg 及び 600 mg/kg で死亡が観察された

ほか、100 mg/kg 以上で腎臓への影響 (腎症及び尿細管再生) が観察された。400 mg/kg で脾臓

濾胞の壊死及びリンパ球減少が観察された (U.S.NTP, 1982b)。 

マウスに、エチレンジアミン 0、25、50、100、200、400mg /kg を 90 日間強制経口投与した

試験で、200 mg/kg 以上の群で腎臓の病変 (尿細管変性や壊死) が観察された (U.S.NTP, 1982b)。 

ラットにエチレンジアミン二塩酸塩 0、 100、 200、 600、 800、 1,600 mg/kg (エチレンジ



 24

アミンに換算) を 90 日間強制経口投与した試験で、100 mg/kg 以上で眼への影響 (白内障、網

膜萎縮)、 200 mg/kg 以上で、12 日目の投与以後の中間検査で腎尿細管の拡張、尿細管上皮の

壊死、変性及び再生がみられた。腎臓の変化は 600 mg/kg 以上の用量では 90 日目の検査でもみ

られたが、軽度であり、腎尿細管上皮に再生が生じたことを示唆するものであった。また、600 

mg/kg 及び 800 mg/kg では 90 日目の剖検で子宮の萎縮がみられた。800 mg/kg では 90 日目の剖

検で脾臓濾胞の壊死及びリンパ球減少、卵巣の萎縮がみられた。1,600 mg/kg では投与 12 日目

に死亡がみられ、その例では脾臓リンパ球の減少、壊死がみられた。著者は 100 mg/kg/日を

LOAEL としている (U.S.NTP, 1982a)。 

F344 ラット 1 群雌雄各 10 匹に、エチレンジアミン二塩酸塩を雄: 0、 23、117、470 mg/kg、

雌: 0、 23、 113、 447 mg/kg の用量 (エチレンジアミンに換算) で 3 か月間混餌投与した試験

で、中用量 (雄 117、雌 113 mg/kg) 以上でアルカリ性フォスファターゼ (ALP) 活性の上昇 (雄

のみ)、摂水量減少 (雌のみ)、高用量の 470 mg/kg (雌は 447 mg/kg) で体重増加抑制、肝臓、心

臓、腎臓 (雄のみ)、脾臓重量減少 (雄のみ)、ALP 活性の上昇、また、雌のみに肝細胞の多形性、

血糖値低下、アラニンアミノトランスフェラーゼ (ALT) 活性・アスパラギン酸アミノトラン

スフェラーゼ (AST) 活性上昇、尿 pH 低下、摂餌量減少等がみられた。著者は NOAEL を 23 

mg/kg としている (Dow, 1982; Yang et al., 1983a)。 

F344 ラット 1 群雌雄各 100 匹に、エチレンジアミン二塩酸塩 雄: 0、 9、 45、158 mg/kg、

雌:0、9、 45、 163 mg/kg の用量 (エチレンジアミンに換算) で 2 年間混餌投与した試験で、

雌雄いずれも 45 mg/kg 以上で死亡率の上昇、雄の 158 mg/kg (雌の 163mg/kg) で体重増加の抑

制、肝臓、腎臓重量増加、赤血球数、ヘモグロビン量減少及びヘマトクリット値低下 (主に雄)、

慢性腎炎、肝細胞の多形性 (雌は 45 mg/kg 以上)、鼻炎、気管炎がみられ、NOAEL は 9 mg/kg/

日である (Hermansky et al., 1999;  Union Carbide, 1991)。 

ラットの強制経口投与試験では 600mg/kg 以上の用量で網膜萎縮、白内障など眼に対する影

響がみられた (ACGIH, 1991; Battelle, 1982; U.S.NTP, 1982a) が、混餌投与ではみられないこと

から、強制投与により血中エチレンジアミン濃度の急激な上昇、低下が生じることが原因と推

定された (ACGIH, 1991; Garman, 1984) が、発現機作は明らかにされていない。また、混餌及

び吸入投与で肝細胞の多形性 (45mg/kg 以上)、血糖値低下、ALT・AST 活性上昇 (447mg/kg 以

上) 等の肝臓に対する影響が発現するとした報告がある (Dow, 1982; Hermansky et al., 1999; 

Union Carbide, 1991;Yang et al., 1983a) が、強制経口投与 (経皮投与も含む) ではこれらはみら

れない。 

ラットにエチレンジアミン 0、59、132、225、484 ppm (0、148、330、563、1,210 mg/m3) を

7 時間/日、5 日/週、30 日間吸入暴露した試験で、59 ppm では影響はみられず、132 ppm では

軽度の脱毛、225 ppm 以上では脱毛は顕著であった。225 ppm 及び 484 ppm で肝細胞及び腎尿

細管の混濁腫脹、肺及び副腎のうっ血がみられ、また死亡が、225 ppm で 16/30 例、484 ppm で

全例にみられ、NOAEL を 132 ppm (330 mg/m3) と報告した (Pozzanni and Carpenter, 1954)。しか

しこの報告は試験方法及び試験結果の記載内容が不明確のため、著者が示す NOAEL の確認は

困難で、正確な毒性評価を行うことができない。 

 

以上の結果から、エチレンジアミンの反復投与毒性の主な標的器官は腎臓、肝臓及び眼と考
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えられた。経口投与のNOAELはF344ラットに2年間混餌投与により肝臓障害がみられこれを指

標として9 mg/kg/日である。なお、吸入毒性は評価に使用できる試験報告はない。 

 

表 7-6 エチレンジアミンの反復投与毒性試験結果 

動物種等 
投与方

法 
投与期

間 
投 与 量 結    果 文 献 

マ ウ ス

ICR 雌各

10匹/群 

経口 
(強制) 

8日 0、 25、 50、 
100、 200、 
400 mg/kg/日

用量依存的体重増加の抑制 
 

マ ウ ス

ICR 雌各

16匹/群 

経口 
(強制) 

8日 0、400、 600、
800 mg/kg/日

死亡: 400 mg/kg:1/16 例、 600 mg/kg: 10/16 例、  
800 mg/kg: 16/16 例 

Hazelden, 1983

マウス 経口 
(強制) 

12日 0、 50、 100、 
200、 400、 
600 mg/kg/日
EDA-2HCla) 

50 mg/kg:影響なし 
100 mg/kg 以上: 腎症及び尿細管再生 
400 mg/kg: 脾臓濾胞壊死及びリンパ球減少 
400 mg/kg 及び 600 mg/kg:死亡例 

U.S.NTP, 1982b 

マウス 経口 
(強制) 

90日 EDA-2HCl 
0、25、50、
100、200、400 
mg/kg/日 

100mg/kg:影響なし 
200 mg/kg及び 400 mg/kg:腎臓皮質尿細管変性及

び壊死 

U.S.NTP, 1982b

マウス 
( 詳 細 不

明) 

経口 
(強制) 

90日 0、100、600 
mg/kg/日 

600 mg/kg: 全例死亡 ACGIH, 1991; 
Battelle, 1982 

ラット 
( 詳 細 不

明) 

経口 
(強制) 

90日 600、 800  
mg/kg/日
EDA-2HCl 

600 mg/kg 以上:腎臓、眼への影響 (白内障、結膜

炎、網膜萎縮)、子宮への影響 
800 mg/kg: 死亡率 65% 

ACGIH, 1991; 
Battelle, 1982 
 

ラット 経口 
(強制) 

90日 0、100、200、
600、800、
1,600 
mg/kg/日 
 
EDA-2HCl 

100 mg/kg 以上:眼への影響 (白内障、網膜萎縮) 
200 mg/kg 以上: 腎尿細管拡張、腎尿細管上皮壊

死・変性・再生 (12 日目投与以後)。(600 
mg/kg 以上: 90 日目の尿細管の変化は軽

度、尿細管の代償性再生を示唆) 
600 , 800 mg/kg:子宮角サイズの減少、子宮筋層/

内膜の萎縮 
800 mg/kg: 12 日目以後死亡例あり、脾臓リンパ

球減少、濾胞壊死、卵巣萎縮、胸腺重量減

少 
1,600 mg /kg : 12 日目以後死亡例あり 
LOAEL: 100 mg/kg/日 

U.S.NTP, 1982a

マ ウ ス

B6C3F1 
雌雄各 5
匹/群 

混餌 
 

7日 雄: 0、72、 

285、985 
mgEDA-2
HCl/kg/日

雌: 0、86、
348、1,220 
mgEDA-2H
Cl/kg/日 

雄: 985 mg/kg: 摂餌量減少、体重減少、肝臓・腎

臓重量減少 
雌: 1,220 mg/kg: 摂餌量減少、体重減少、肝臓・

腎臓絶対重量減少 
NOEL :雄: 348 mg/kg/日、雌: 285 mg/kg/日 

Dow, 1982; 
Yang et al., 
1983a 

マウス 
C3H/HeJ 
雄 
 
50匹/群 
 

剃毛頚

部への

適用

(開放) 
2被験

物質①

②で実

施 

生存期

間中

(死亡

まで) 
3回/週
間 

対照  
(脱イオン水)
1%水溶液25
μl 
(8.3mg/kg: 

仮想最大

体重30gの1
回の最大用

①投与部皮膚軽度-中等度線維化 11/50 
②投与部皮膚軽度-中等度線維化 1/50 
①②とも内臓の変化(剖検、組織学検査)なし 
平均生存日数:  
対照 626 日、①639 日、②598 日 

Depass, et al., 
1984 
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動物種等 
投与方

法 
投与期

間 
投 与 量 結    果 文 献 

① (純度: 
99.91%  
アンモニア: 
0.07%，その

他) 
② (純度: 

99.1%、 
ピドラジン:  
0 54%、アンモ

ニア: 0.08%、そ

の他) 
ガスクロマトグ

ラフィー分析 

量。予備試

験で刺激反

応及び体重

へ影響ない

ことを確

認) 

ラット 
F344 
雌雄各5
匹/群 

混餌 
 

7日 雄: 0、 90、 
285、 876 
mg/kg/日 

雌: 0、 108、 
370、 1,116 
mg/kg/日 

EDA-2HCl 

雄: 876 mg/kg 以上: 体重減少 
雌: 370 mg/kg 以上: 腎臓相対重量増加 

1,116 mg/kg 以上: 体重減少、肝臓，腎臓絶

対重量減少 
NOEL:雄:108 mg/kg/日、雌:285 mg/kg/日 

Dow, 1982; 
Yang et al., 
1983a 

ラット 
F344 
 
雌雄各10
匹/群 

混餌 3か月 雄: 0、23、  

117、 470 
mg/kg/日 

雌: 0、 23、 
113、 447 
mg/kg/日 

 
EDA-2HCl  

雄: 117 mg/kg以上: ALP活性上昇 
470 mg/kg: 体重増加抑制、肝臓、腎臓、心

臓、脾臓重量減少 
雌: 113 mg/kg以上: 摂水量減少 

447 mg/kg: 体重増加抑制、肝臓，心臓、副

腎、脳重量減少、血糖値低下、ALP活性上

昇、ALAT・ASAT活性上昇、尿pH低下、

摂餌量減少、肝細胞多形性、血液検査で

異常(詳細不明) 
NOAEL:雌雄: 23 mg/kg/日 

Dow, 1982; 
Yang et al., 
1983a 

ラット 
F344 
 
雌 雄 各

100匹/群 

混餌 2年 
 

雄: 0、9、45、
158 mg/kg/
日 

雌: 0、9、45、 
163 mg/kg/
日 

EDA-2HCl 

45 mg/kg 以上: 死亡率上昇、肝細胞多形性 (雌の

み) 
158(雄)、163(雌) mg/kg: 体重増加抑制、肝臓、

腎臓重量増加、赤血球数、ヘモグロビン量減

少及びヘマトクリット値低下 (主に雄)、慢性

腎炎、肝細胞多形性、鼻炎、気管炎 
NO (A)EL :雌雄: 9 mg/kg/日 

Hermansky et 
al., 1999; Union 
Carbide, 1991 

ラット 
 
雌雄各15
匹/群 
 
 

吸入 
(全身

暴露) 

30日 
7時間/
日 
5日/週 

0、59、132、 
225、484 
ppm 

(0、148、330、 
563、1,210 
mg/m3) 

59 ppm:影響なし 
132 ppm 以上:脱毛 (軽度)  
225 ppm 以上: 脱毛、体重増加抑制、肝臓・腎臓

の相対重量増加、肝細胞及び尿細管混濁腫

脹、死亡: 16/30 
484 ppm: 腎臓曲尿細管の変性、肺及び副腎うっ

血、死亡: 30/30 
NOAEL : 著者: 132 ppm (330 mg/m3) 

Pozzanni & 
Carpenter, 1954

a) EDA-2HCl : エチレンジアミン二塩酸塩 
投与量欄: EDA-2HCl投与試験はEDA換算量を示す 

 

 

7.3.5 生殖・発生毒性 

エチレンジアミンの実験動物に対する生殖・発生毒性試験結果を表 7-7に示す。 

ラットにエチレンジアミン二塩酸塩 0、23、68、226 mg/kg (エチレンジアミンに換算) を、 F0

の交配前 100 日目から F2 の授乳終了時の間混餌投与した 2 世代試験で、親への毒性を示す用量
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で、繁殖性の障害、児に対する毒性を示さなかった (Yang et al., 1983b,1984a)。 

F344 ラットにエチレンジアミン二塩酸塩 0、23、113、452 mg/kg (エチレンジアミン換算) を

器官形成期 (妊娠 6～15 日) に経口投与し、妊娠 21 日目に帝王切開により胎児を取り出した発

生毒性試験で、母親に対する毒性が発生する 452 mg/kg の用量で胎児に対する影響として、腕

頭動脈の短縮 (または欠損) 発現数の増加、器官及び骨格の変異、発育遅延の発生率の増加及

び吸収胚をもつ母親の増加がみられた。この用量では母親に対して体重増加抑制、摂餌量の減

少がみられた。一方、23、 113 mg/kg では奇形は見られなかった (DePass et al., 1987)。なお、

国際簡潔評価文書 (CICAD) は、この試験に関する発生毒性の NOAEL を 113 mg/kg/日としてい

る (IPCS, 1999)。 

ウサギにエチレンジアミン二塩酸塩 0、10、 40、 80 mg/kg (エチレンジアミン換算) を妊娠

6～19 日間経口投与した発生毒性試験で、最高用量でも母親への影響、胎児への影響、 胚毒性、

催奇形性はみられず、NOAEL は求められなかった (Price et al., 1993; U.S.NTP, 1993)。 

 

以上から、ラットの 2 世代経口投与繁殖試験で、親に毒性量を投与しても繁殖性障害はない

が、エチレンジアミン二塩酸塩を器官形成期妊娠ラットに経口投与した場合、母動物への毒性

用量で胎児に前腕頭動脈の短縮/欠損の増加、臓器及び骨格変異、発育遅延の発生率の増加及び

吸収胚がみられた。本評価書はこれらを指標としエチレンジアミンの発生毒性の NOAEL を 113 

mg/kg/日と判断する。 

 

表 7-7 エチレンジアミンの生殖・発生毒性試験結果 

動物種等 
投与

方法 
投与期間 

投 与 量 
(EDA-2HCla)投与の場

合はEDAb)換算量) 
結    果 文献 

生殖毒性 
ラット 
F344 
投与群

雄:13匹/群 
雌: 25匹/群 
対照群 
雄: 26匹/群 
雌: 62匹/群 

混餌 F0の交配前100
日目-F2への授

乳終了時 

EDA-2HCl 投与 
 
0、23、68、226 mg/kg/
日 

23mg/kg:  
親(雌雄): 影響なし 
児: 胚毒性、催奇形性なし 

68mg/kg:  
親(雌雄): 体重増加抑制、腎臓絶対，

相対重量減少 
児: 胚毒性・催奇形性なし 

226mg/kg:  
雌親 F0:体重増加の抑制、F1: 体重増

加抑制、腎臓重量減少、肝細胞

多形性、腎尿細管鉱質沈着 
雄親 F0: 体重増加抑制、F1:体重増加

抑制、肝臓重量減少、肝細胞多形性 
児: 胚毒性、催奇形性なし 

Yang et al., 
1983b,1984a 

 

発生毒性 
ラット 
F344 
投与群 

20匹/群 
対照群 

40匹/群 

混餌 妊娠6-15日目 
妊娠21日目に

帝王切開(胎児

の取り出し) 
 

EDA-2HCl 投与 
 
0、50、250、1,000 ppm
(0、23、113、452 

 mg/kg/日) 
 
 

23mg/kg:  
母: 影響なし 
胎児: 胚毒性、催奇形性なし 

113mg/kg: 
母: 体重増加抑制、摂餌量減少(妊娠

6-15 日) 
胎児: 胚毒性、催奇形性なし 

452mg/kg: 
母: 体重増加抑制、摂餌量減少(妊娠

6-21 日) 
胎児: 吸収胚率増加、体重減少、頭臀

DePass et al., 
1987 
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動物種等 
投与

方法 
投与期間 

投 与 量 
(EDA-2HCla)投与の場

合はEDAb)換算量) 
結    果 文献 

長減少、前腕頭動脈短縮(または

欠損)発現数増加、胸骨非化骨化

発現数増加 
NOAEL: 発生毒性 113 mg/kg/日 

(IPCS, 1999 による) 
ウサギ 
NZW 
26匹/群 

経口 
(強
制) 

妊娠6-19日目 
妊娠30日目に

帝王切開(胎児

の取り出し)  

EDA-2HCl 投与 
 
0、 10、 40、 80 
 mg/kg/日 
 

観察項目: 
母: 体重、臨床所見、摂餌量(以上妊

娠期間中)、妊娠 30 日目 肝臓、

腎臓重量、妊娠子宮重量:生存着

床数、 
胎児:重量、性比、形態学的発達(外形、

内臓、骨格) 
10、40、80mg/kg 

母: 影響なし 
胎児: 胚毒性、催奇形性なし 

Price, 1993; 
U.S.NTP, 1993
 

a) EDA-2HCl : エチレンジアミン二塩酸塩、   b) EDA: エチレンジアミン 

 

 

7.3.6 遺伝毒性 

エチレンジアミンの遺伝毒性試験結果を表 7-8 に示す。 

ネズミチフス菌の TA 98、TA 1537 及び TA 1538 を用いた S9mix (ラットまたはハムスター肝

臓由来) の添加及び無添加によるエチレンジアミンの復帰変異試験は、一部に陽性の結果がみ

られた (Slesinski et al., 1983, Haworth et al., 1983; Hedenstedt, 1978) が、本評価書は全体では陰性

と判断する。なお、Hedenstedt (1978) の陽性とした報告は使用したエチレンジアミンにアルキ

ル化作用を示す不純物が含まれていたことによると考えられ、GDCh BUA (1995) はこの試験の

エチレンジアミンの復帰変異性は陰性であるとしている。 

また、遺伝毒性を示す不純物を含まないことが確認されたエチレンジアミンを用いたネズ

ミチフス菌 5 系統によるエームス試験も陰性であった (Dow, 1987b, 未公表)。 

チャイニーズハムスター卵巣 (CHO) 細胞を用い、ヒポキサンチン・グアニン・ホスホリボ

シルトランスフェラーゼ (HGPRT) の消失を指標にした試験では変異原性は陰性であり、姉妹

染色分体交換試験で染色分体交換の頻度の増加はなかった。また、ラット肝一次培養細胞を用

いた試験で、不定期 DNA 合成 (UDS) の増加はみられなかった (Slesinski et al., 1983)。なお、

染色体異常試験は実施されていない。 

in vivo 試験として、エチレンジアミンの混餌投与または注射によるショウジョウバエを用い

た伴性劣性致死突然変異試験では陰性であった (Zimmering et al., 1985)。また、F344 の雄ラッ

ト (各 1 匹/群) にエチレンジアミン二塩酸塩 50、150、500mg/kg を、23 週間混餌投与後、未処

置雌 (3 匹/群) と交配し優性致死突然変異を検討した結果は陰性であった (Slesinski et al.,1983)。 

以上の結果から、細菌による試験の一部に陽性の結果がみられたが、ほ乳動物培養細胞の試

験、in vivo 試験ではいずれも陰性であり、エチレンジアミンの遺伝毒性は陰性であると判断さ

れる。 
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表 7-8 エチレンジアミンの遺伝毒性試験結果 
結果 

試験の種類 試験材料 
用   量 a) 
μg/plate －S9  +S9 

文献 

in vitro 
ネズミチフス

菌 
TA 100 
TA1535 

10-1,000 
 －   － 

－   － 
ネズミチフス

菌 
TA 98 
TA1537 
TA1538 

10-1,000  －   － 
－   － 
－   － 

Leung, 1994 

ネズミチフス

菌 
TA 98 
TA1537 

30-3,000 (＋)  － 
－   － 

Slesinski et al., 
1983 

ネズミチフス

菌 
5 系統 

ND 
－   － 

Dow, 1987b 
(未公表) 

ネズミチフス

菌 
TA 100 
TA1535 

 
33-6,667 

 
(＋)  ＋ 
＋   ＋ 

ネズミチフス

菌 
TA 100 
TA1535 

30-3,000 
－   － 
－  (＋)

Haworth et al., 
1983 

復帰突然変異 

ネズミチフス

菌 
TA 100、TA1535

ND 
(アルキル化作用を

もつ不純物含有) 
 

＋   ＋ 

Hedenstedt, 
1978 

HGPRT 培養細胞(CHO
細胞) 

807μg/mL 
897μg/mL 

－   ND
ND   －

姉妹染色分体交換 培養細胞(CHO
細胞) 

448μg/mL 
－   － 

不定期 DNA 合成 ラット初代培

養 
肝細胞 

897μg/mL 
－ 

Slesinski et al., 
1983 

in vivo 
混餌 
10,000, 20,000  

mg/kg 餌 
－ 

伴性劣性致死突然

変異 ショウジョウ

バエ 
1,500 ppm 注射 － 

Zimmering et 
al., 1985 

優性致死突然変異 ラット F344 
雄: 匹数/群不

明 
1 週間交配(未
処置 雌 3 匹/ 1
匹雄、腟栓確認

13 日後または

交配開始 17 日

後剖検) 

50, 150, 500mg/kg 
23 週間混餌投与 
 
EDA－2HCl 
 

－ 

Slesinski et al., 
1983 

＋： 陽性、－： 陰性、(＋): 弱い陽性、ND：データなし 
CHO 細胞: チャイニーズハムスター卵巣細胞 
a)：EDA (エチレンジアミン)を使用(ただし、優勢致死試験は EDA-2HCl を使用) 
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7.3.7 発がん性 

エチレンジアミンの実験動物に対する発がん性試験結果を表 7-9 に示す。 

雄のC3H/HeJマウスに25 μLのl% エチレンジアミン水溶液を週3回の割合で経皮適用した生

涯適用試験で、腫瘍の発生率は増加しなかった (DePass et al., 1984)。 

F344ラットにエチレンジアミン二塩酸塩を 雄: 0、 9、 45、158 mg/kg、雌: 0、 9、 45、 163 

mg/kgの用量で、2年間投与混餌投与した試験で、発がん性を示す証拠はなかった (Hermansky et 

al., 1999; Union Carbide, 1991)。 

 

エチレンジアミンの国際機関等での発がん性評価を表 7-10 に示す。 

IARC ではエチレンジアミンの発がん性を評価していない。米国 EPA ではヒトへの発がん性

物質として分類できない物質としてグループ D に分類し (U.S. EPA, 2003)、また米国 ACGIH で

はヒトの発がん物質には分類できない (A4) とした (ACGIH, 2003)。 

 

表 7-9 エチレンジアミンの発がん性試験結果 

動物種等 投 与 方 法 投与期間 

投 与 量 
(EDA-2HCa)l投与

の場合はEDAb)

換算量) 

結    果 文 献 

剃毛頚部への

適用(開放) 
2被験物質①②

で実施 

生存期間(死
亡まで) 
3回/週間 

マウス 
C3H/HeJ 
雄 
 
50匹/群 
 

① (純度:99.91%、アンモニア

0.07%，その他) 
② (純度:99.1%、ピラジン

0.54%、 アンモニア0.08%、そ

の他) 
ガスクロマトグラフィーによ

る分析 

対照(脱イオン

水) 
1%水溶液25μ
L(8.3mg/kg―
仮想最大体重

30gとした1回
最大用量。予備

試験で、刺激反

応なく、体重へ

影響のないこ

とを確認) 

平均生存日数:  
対照 626 日、①639 日、②598 日 
 
①②いずれも発がん性なし 

De Pass, et 
al., 1984 

ラット 
F344 
雌雄 
各100匹 
 

混餌 2年間 
 

雄: 0、9、45、158 
mg/kg 

雌: 0、9、45、163 
mg/kg 

EDA-2HCl 

発がん性なし Hermansky et 
al., 1999; 
Union 
Carbide, 1991
 

a) EDA-2HCl : エチレンジアミン二塩酸塩、  b): EDA: エチレンジアミン 

 

 

表 7-10 国際機関等でのエチレンジアミンの発がん性評価 
機 関 / 出 典 分 類 分 類 基 準 

IARC (2003) － 評価されていない 
ACGIH (2003) A4 ヒトの発がん物質には分類できない 

日本産業衛生学会 (2003) － 評価されていない 
U.S.EPA (2003) グループ D ヒトへの発がん性物質として分類できない 
U.S.NTP (2002) － 評価されていない 
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7.4 ヒト健康への影響 (まとめ) 

エチレンジアミンは経口・吸入の経路で比較的速やかに吸収され、経皮吸収性は低い。ラッ

トへの経口投与では吸収速度は齢や性による差はない。吸収後、主に肝臓、腎臓、甲状腺、副

腎、骨髄に分布する。血漿からの消失速度は投与経路による差はない。経口、気管内及び静脈

内投与後の総クリアランスは高用量 (500 mg /kg) では飽和すると考えられる。ラットでは主要

代謝経路はいずれの経路でも N-アセチル化と考えられ、主に N-アセチルエチレンジアミンとし

て尿中に排泄される。その他、脱アミノ化によるアミノアセトアルデヒド、グリシンを経て二

酸化炭素または馬尿酸に代謝される経路がある。高用量では代謝が飽和することを示唆する報

告がある。ラットでは吸収されたエチレンジアミンの約 70～80%が 24 時間以内に排泄され、

主な排泄経路は尿中である。同様にヒトでも速やかに吸収、排泄され、尿中に N-アセチルエチ

レンジアミンが排泄される。 

ヒトのエチレンジアミンへの吸入及び経皮同時暴露による急性中毒で、溶血性無尿症及び高

カリウム血症を伴う尿細管腎炎、虚血性心疾患が発生し死亡した例がある。また、眼、皮膚及

び呼吸器の刺激性、皮膚感作性、呼吸器感作性、光感作性等を示す。疫学調査で呼吸器の感作

がみられ、喫煙により感作の発現期間の短縮が報告されている。 

ラットでは経口投与の LD50 は 472～1,850 mg/kg、 経皮 LD50 は 1,000 mg/kg、吸入 LC50 は 1,966

～3,933 ppm である。急性毒性症状は、皮膚 (経皮投与) 及び胃腸粘膜 (経口)、気道粘膜 (吸入) 

への刺激性と腐食性がみられる。エチレンジアミン原液は皮膚に強い刺激性を示し、眼粘膜の

重度の損傷、結膜嚢への刺激性、表面壊死、重度の角膜混濁、化膿を生じる。また、蒸気も眼

粘膜に対する刺激性を示す。なお、エチレンジアミンの強い刺激性の一因に水溶液の強アルカ

リ性が考えられる。モルモット及びマウスを用いた感作性試験で陽性を示す。 

反復投与の主な標的器官は肝臓及び腎臓で、肝臓には肝細胞の多形性、血糖量減少、ALAT・

ASAT活性上昇、腎臓には腎尿細管拡張、腎尿細管上皮壊死、腎症等の影響がみられる。反復経

口投与のNOAELは、2年間投与による肝臓障害を指標とした9 mg/kg/日である。また、反復吸入

暴露のNOAELを132 ppm (330 mg/m3) とする報告があるが、試験方法及び試験結果の記載内容

が不明確でその確認は困難であり、リスク評価には採用しない。 

ラットの 2 世代経口投与繁殖試験で、親への毒性用量で、繁殖性障害はないが、エチレンジ

アミン二塩酸塩を器官形成期妊娠ラットに経口投与で、母動物への毒性用量で胎児に前腕頭動

脈の短縮/欠損の増加、臓器及び骨格変異、発育遅延がみられ、また吸収胚がみられた。これら

は母動物への毒性に起因すると考えられる。発生毒性の NOAEL は 113 mg/kg/日である。 

ネズミチフス菌の各種系統による in vitro の試験系でエチレンジアミンの復帰変異原性は

S9mix の添加の有無にかかわらず陰性である。ほ乳動物培養細胞の突然変異性試験で、突然変

異及び DNA 損傷も示さなかった。CHO 細胞による HGPRT 試験、姉妹染色分体交換試験、ラ

ット肝培養細胞の不定期 DNA 合成試験は陰性であった。in vivo の試験では、ショウジョウバ

エの伴性劣性致死突然変異試験は陰性、ラットの優性致死突然変異試験も陰性であった。陽性

を示す報告も一部にみられたが、本評価書はエチレンジアミンの遺伝毒性は陰性と判断する。 

実験動物を用いた発がん性試験では発がんの証拠はみられず、ヒトの発がんに関する報告も

ない。IARC ではエチレンジアミンの発がん性を評価していない。米国 EPA ではヒトへの発が

ん性物質として分類できない物質としてグループ D に分類し、また米国 ACGIH ではヒトの発
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がん物質には分類できない (A4) とした。 
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有害性評価実施機関名：財団法人化学物質評価研究機構 

 

有害性評価責任者及び担当者 

有害性評価責任者 高月 峰夫 

有害性評価担当者  
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3. 物理化学的性状 林 浩次 

4. 発生源情報 独立行政法人 

製品評価技術基盤機構 

5. 環境中運命 林 浩次 

6. 生態影響評価 清水 康資 
野坂 俊樹 

7. ヒト健康影響評価 清水 康資 

 

 

有害性評価報告書外部レビュア一覧 

環境中の生物への影響（6 章） 

青山 勲   岡山大学資源生物科学研究所 

ヒト健康への影響（7 章） 

津田 洋幸  国立がんセンター研究所化学療法部 

 

 

改訂記録 

2003 年  3 月  初期リスク評価作成指針 Ver3.0 に基づき原案作成 

2005 年 12 月  初期リスク評価指針 ver.2.0 注）に基づく 4 章の改訂、及びデータの更新 

2005 年 12 月 Ver.0.4  初期リスク評価指針 ver.2.0 注）に基づく修正、及び新たな情報の追加 

2006 年  3 月 Ver.1.0  経済産業省 化学物質審議会管理部会・審査部会 

第 25 回安全評価管理小委員会審議了承 

2007 年  8 月 語句の修正（正誤表参照） 

 
注）「初期リスク評価作成指針」を平成 15 年度に「初期リスク評価指針 ver.1.0」に作成し直

し、平成 16 年度に ver.2.0 に改訂した。 
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正誤表 

 

 

修正日時：2007 年 8 月 

頁・行 該当部分 修正後 

10 頁 
表 6-4 の 
上 4 行目 

河川水を用いている等評価できない。 河川水を用いている等の理由で評価で

きない。 

19 頁 
7.3.1 の 
1 行目 

エチレンジアミンの実験動物に対する

急性毒性試験結果を表 7-2 に、エチレンジ

アミン・二塩酸塩の実験動物に対する急性

毒性試験結果を表 7-3 に示す。 
 

エチレンジアミンの実験動物に対する

急性毒性試験結果を表 7-2 に (Barbour and 
Hjort, 1920; BASF, 
1952,1957,1978a,1979,1980; Boyd and 
Seymour, 1946; Carpenter et al.,1948; 
Dubinina et al., 1997; Du Pont, 1983; Hogan 
and Daul, 1974; Koch, 1954; Lewis, 1996; 
Smyth et al., 1941,1951; Union Carbide, 
1984; US.NTP, 1982a,b; Yang et al., 1983a) 、
エチレンジアミン・二塩酸塩の実験動物に

対する急性毒性試験結果を表 7-3 に 
(BASF, 1957; Hogan and Daul, 1974; Yang et 
al., 1983a)示す。 

20 頁 
1 行目 

エチレンジアミンの各種投与経路と使

用動物の急性毒性値 (LD50 または LC50) 
を表 7-2 に示す (Barbour and Hjort, 1920; 
BASF, 1952,1957,1978a,1979,1980; Boyd and 
Seymour, 1946; Carpenter et al.,1948; 
Dubinina et al., 1997; Du Pont, 1983; Hogan 
and Daul, 1974; Koch, 1954; Lewis, 1996; 
Smyth et al., 1941,1951; Union Carbide, 
1984; US.NTP, 1982a,b; Yang et al., 1983a) 。
またエチレンジアミン・二塩酸塩について

は表 7-3 に示す (BASF, 1957; Hogan and 
Daul, 1974; Yang et al., 1983a)。 

19 頁 7.3.1 冒頭で述べているので、削除。

 

 

 


